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創 立

業 務 開 始

本店 所在 地

出 資 金

店 舗 数

預 金

貸 出 金

組 合 員 数

常勤役職員数

長崎三菱信用組合
  （愛称：まごころバンク　　　　　 ）

昭和28年1月7日

昭和28年4月1日

長崎市水の浦町1番2号

2,104百万円

8店舗、1出張所

113,218百万円

47,556百万円

26,013人

123人

（平成27年3月31日現在）
P R O F I L E

C O N T E N T S



1． 本気の収益 確実な収益の確保

2. 根気の深耕 職域深耕の強化
   地域との絆の強化

3. 元気な人財 コンプラ遵守と事務の効率化
   強い人財の育成と次世代育成

　　　　　　　　

2015年 スローガン

経営理念

平成27年度 事業方針

あなたの夢へのお手伝い
いつでも相談　頼れるりょうしん

2015年 スローガン

あなたの夢へのお手伝い
いつでも相談　頼れるりょうしん

三菱重工長崎造船所ならびに関連会社に働く者の生活向上をめざし、
相互扶助の精神で創立した『勤労者による信用組合』の基盤にたって、
着実な発展を期す。

1． 相互扶助の精神で着実な発展

組合員の財産形成および事業発展のニーズに応え、親しまれ、信頼され、
豊かな地域づくりに貢献する金融機関への定着を図る。

2． 豊かな地域づくりに貢献

金融環境等の変化に即応できる体制確立、人材の確保・育成により、
健全な経営の維持・伸長と職員の社会的地位の向上を図る。

3． 健全経営と社会的地位の向上
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　日頃より、皆さまには格別のお引き立てを賜り厚くお礼申し上げます。
　当組合は、昭和28年に創立以来、健全経営をモットーに職域・地域の皆さまとの絆を大切にし、
心の通った事業活動に努めて参りました。今日の経営基盤を築き上げることができましたのも、偏に
皆さまの永年にわたる温かいご支援の賜と深く感謝申し上げる次第でございます。
　ここに、平成27年3月期の経営状況等を「りょうしんの現況 2015」としてとりまとめましたので、
ご高覧のうえ、より一層ご理解を賜りますようお願い申し上げます。
　日本経済は本格的な回復に向けて着実にその歩みを進めており、今後、政府が掲げる地方創生に
向けた各種施策や地域活性化に資する取り組み等を通じ、地域経済の好循環を伴った国内経済全
体の本格的な回復が期待されております。
　金融面におきましては、日銀の金融緩和政策により低金利環境が持続するなか、新たな収益機会
を求めて金融機関の競争は一層激しさを増しております。また、人口減少・少子高齢化による将来の
地域経済の先細りや経営基盤に与える影響が懸念されることから、地銀の広域連携や経営統合等
の動きも活発化しています。こうした状況の中、昨年度は店舗・ＡＴＭの再編を断行し、営業推進態
勢の強化を図り金融サービスの向上に取り組みました。27年3月期決算では、前期を上回る当期純
利益を確保することができ、「資本増強運動」では多くの皆さま方のご協力を賜り自己資本比率が
8.6％に回復いたしました。また、不良債権比率も1.2％に減少するなど経営の健全性が大きく向上す
ることができ、改めて皆さまのご支援に厚く御礼申し上げる次第でございます。
　平成27年度は『13中期経営計画』の3年目となり、職域・地域での存在価値を高める活動を積極
的に展開し、質の高い金融サービスの提供により皆さまの信頼に応えていく所存でございます。
　これからも、健全経営と顧客第一主義に徹し、お客さま満足度の高い「まごころバンクりょうしん」
を目指して参りますので、今後とも変わらぬご支援・ご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

平成27年7月

松田裕造
ま つ だ ゆ うぞ う

理事長

ごあいさつ

2015 りょうしん Disclosure 2



常勤理事・常勤監事

理事・監事

（平成27年7月1日現在）

理 事

理 事

監 事

中山好文
福田  剛

平野喜久臣

理 事

理 事

監 事

尾﨑真太郎
磯辺秀義

鈴木弘文

理 事

理 事

板山孝宏
辻  公彦

常勤理事　永石  浩
理 事 長　松田裕造常勤理事　堀  清隆 常務理事　新屋貴憲

常勤理事　城戸幸三 常勤監事　山崎義忠

本 店 営 業 部総 務 課

資産査定グループ

総 合 企 画 課

経 理 グ ル ー プ

パーソナルファイナンス
サービス室

住宅ローン推進室

債権書類管理グループ

事 務 管 理 課
事務管理部

資金運用部

融 資 部

事業推進部

営業統括部

総合企画部

総 務 部 コンプライアンス統括室 本 館 出 張 所

木 鉢 支 店

深 堀 支 店

浜 町 支 店

住 吉 支 店

諫 早 支 店

東 長 崎 支 店

滑 石 支 店

営
業
店

総
代
会

理
事
会

理
事
長

監

事

会

監

査

部

常
勤
理
事

本

部

常勤理事会

役員紹介

組織図

◉ 当組合は、職員出身者以外の理事（※印）の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員の意見の多面的な反映に努めています。

（※）
（※）

（※）
（※）

（※）
（※）

事 業 所 推 進 室

（平成27年7月1日現在）

常
務
理
事
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平成26年度　経営環境・事業概要

■  事業方針及び金融経済環境
　26年度の国内経済は「大胆な金融政策」「機動的な財政出動」「民間投資を喚起する成長戦略」のいわゆ

るアベノミクスの“三本の矢”が次々と放たれ、その効果で総じて緩やかながら着実な回復を続けデフレか

らの脱却と景気回復による生活向上が図られることに、国民からの期待と今後の成果に注目が集まった1年

でした。しかしながら、円安･株高を背景とする経済の再生は、大企業や投資家を中心とする限定的な効果

に留まり、急激な円安の進行が地域経済や中小企業を中心に勤労者や生活者に暗い影を落とすなど、依然

として力強さを欠く状態が露呈するなどの影響が顕在化しました。 

　金融業界においては、積極的な金融・財政政策への転換等が強力に推し進められ、円安・株高が進行し

た結果、輸出産業を中心とした大手企業業績が軒並み回復したほか、株高に伴う資産拡大効果等を通じて消

費者のマインド面の改善が進むなど、余資運用や貸倒引当金戻益等により概ね業績向上となりました。

　当組合においては「経営基盤の強化」の事業方針を基にATMの再配置や店舗統廃合等に取組み「店舗・

ATMの統廃合」が完了しました。また、本部・営業店の組織及び人員体制が整い、女性渉外担当者の任命

により新体制への移行が行われた１年でした。「健全性の確保」については、資本増強運動の取組みにより、

自己資本比率は8％台を回復し一定の成果を残すことが出来ました。

■  業　績
　三菱重工社員・退職者及び店周事業所を中心とした預貸金の推進及び、有価証券運用益の増加と業務効

率化により、収益は事業計画を上回りました。

　◉預金の平均残高は対前年度比37億円減少（伸率－3.1％）の1,160億円（計画1,164億円）

　◉貸出金の平均残高は対前年度比6億円増加（伸率1.5%）の469億円（計画480億円） 

　◉損益は業務純益313百万円、税引前当期純利益398百万円、当期純利益390百万円

■  事業の展望及び課題
　原油安や欧州経済の不確実性をはじめ地政学リスクなど懸念材料を多く抱えながらも、第3次安部内閣

の力強い成長戦略を背景に、確実な景気の回復が期待されます。特に、政府より発出された「地方への好循

環拡大に向けた緊急経済対策」を皮切りに各種施策が打出されていくなどにより、大企業や主要都市部に限

定的であった景気回復マインドが地方や中小企業・個人に浸透し、回復の基調はより確実になることが期待

されます。

　金融界においては、資金需要が低迷する状況において金融機関相互の激しい競争をどう乗り切るか、更に

は、将来必ず到来する異次元緩和の終了や利上げ転換に伴うその後の金融正常化にどう対応するか等、時

間軸を捉えた課題への適切な対応が求められています。

　このような中、平成27年度は安定的収益基盤を作り、本年度中に策定する次期中期経営計画の土台を作

る極めて重要な年度と位置づけています。これまで以上に役職員一丸となり、強い信念を持ち、職域を重点

とした狭域・高密着の地域密着型金融を目指し、ターゲットを明確にしたより深い職域深耕の強化を実施し

てまいります。
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1,194億円

平成26年度 経営内容

■  預金と運用について

■  収益について

　普通預金、定期預金を中心に1,132億円の預金をお預かりしております。お預かりした預金は475億
円を資金が必要な方や事業所などへの貸出金として、その他を国債や安全性の高い社債などの有価証券
を中心として運用を行っております。

　平成27年3月末の自己資本比率は、
 8.67%となりました。国際基準の8%を上
回り、良好な水準を保っております。

　平成27年3月末時点の総貸出金に対する
不良債権の割合は1.25%（5億円）となりま
した。
（不良債権のうち、87.11%は担保や保証、引当金などにより
カバーされております。）

　経常収益は19億4千万円（前期比1億5千万円増）、純利益は3億9千万円（同2億5千万円増）の計
上となりました。
　27年度も貸出金や役務収益の増強、経費削減などを確実に実施し、収益の確保に努めてまいります。

■  経営の健全性について

（自己資本比率とは）
　貸出金や保有する有価証券などの総資産に占める資本金や利益の蓄積などの
割合です。国内で業務を行う場合には4％以上、海外でも業務を行う場合には
8％以上の比率が義務付けられております。

※ 詳しくは40ページ「自己資本充実の状況」をご参照下さい。

（不良債権とは）
　毎月の返済が遅れたり、滞るなど不良化した債権です。
（不良債権比率とは）
　債権額に占める不良債権の割合です。
（債権額とは）
　貸出金の元本、利息などの総額です。

※詳しくは37ページ「金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額」を
　ご参照下さい。

＜自己資本比率＞ ＜不良債権比率＞

預金積金

1,183億円

債権額
458億円

債権額
469億円

債権額
476億円

706億円

470億円

定期預金・積金
698億円

普通預金など
496億円

平成26年3月末平成25年3月末 平成27年3月末

平成26年3月末 平成27年3月末平成25年3月末平成26年3月末 平成27年3月末平成25年3月末

貸出金、有価証券

1,132億円

629億円

502億円

6.44％ 6.53％

8.67％

8.0％
（国際基準）

（国内基準）
4.0％

8億円（1.86％） 5億円（1.25％）6億円（1.47％）

平成26年3月末 平成27年3月末平成25年3月末

783億円719億円 745億円
有価証券
261億円

貸出金
457億円

269億円

475億円
670億円

513億円

468億円

314億円
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（単位：千円）

（単位：千円）

主要な経営指標の推移

■  主要勘定残高

■  損　益

■  自己資本比率

■  出　資

■  店舗および職員数

（注） 1. 残高計数は、年度末日現在のものです。
 2. 自己資本比率は、金融庁告示に基づき算出しております。
 3. 職員数には、アルバイト・パートおよび被出向の職員は含んでおりません。

預 金 積 金 残 高

貸 出 金 残 高

有 価 証 券 残 高

純 資 産 額

総 資 産 額

組 合 員 数

出 資 総 口 数

出 資 総 額

配 当 金

（人）

（口）

（千円）

（千円）

店舗数 (うち出張所)

職 員 数

（店）

（人）

経 常 収 益

業 務 純 益

経常利益（△は経常損失）

当期純利益（△は当期純損失）

自己資本比率（単体）

117,713,066

46,520,442

27,111,308

3,415,304

121,749,508

117,355,798

51,119,045

29,389,332

4,143,895

122,154,545

2,250,858

110,844

111,345

60,984

26,047

1,329,410

1,329,410

39,668

15（3）

123

15（3）

124

13（1）

126

13（1）

121

9（1）

117

26,112

1,333,490

1,333,490

39,806

26,147

1,333,038

1,333,038

26,647

26,056

1,312,310

1,312,310

26,381

26,013

2,104,096

2,104,096

29,821

8.34％ 7.78％ 6.44％ 6.53％ 8.67％

1,894,734

△21,927

△15,162

△534,513

1,823,943

△417,973

△548,723

△597,885

1,790,528

118,900

178,713

135,395

1,948,077

313,409

400,828

390,423

119,472,823

45,763,545

26,159,495

3,591,863

123,775,161

118,330,849

46,848,210

31,478,690

3,682,452

122,659,578

113,218,606

47,556,122

26,991,195

4,917,110

118,730,767

項　 　　　目

項　 　　　目

項　 　　　目

項　 　　　目

項　 　　　目

平成22年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
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苦情処理措置・紛争解決措置等の概要

当組合では、お客さまにより一層のご満足をいただけるよう、お取引に係る苦情等を受け付けておりますので、
お気軽にお申出ください。

　東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会（以下「東京弁護士会等」という。）のほか、福岡県弁護士
会が設置運営する紛争解決センター（以下「福岡県弁護士会 紛争解決センター」という。）で紛争の解決を図ること
も可能ですので、当組合総務部またはしんくみ相談所へお申出ください。
　また、お客さまが直接、東京弁護士会等や福岡県弁護士会 紛争解決センターへ申し出ることも可能です。
　なお、東京弁護士会等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセス
に便利な地域で手続を進める方法もあります。
　① 移管調停： 東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
　② 現地調停： 東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会
　  議システム等により、共同して解決に当たる。

※ 苦情等とは、当組合との取引に関する照会・相談・苦情・紛争のいずれかに該当するものおよびこれらに準ずるものをいいます。

※ 相談所は、公正・中立な立場でお申出を伺い、お申出のお客さまの了解を得たうえ、当該信用組合に対し迅速な解決を要請します。

※移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんのでご注意ください。具体的内容は仲裁センター等にご照会ください。

福岡県弁護士会 紛争解決センター

苦情等のお申出は、当組合のほか「しんくみ相談所」をはじめとする他の機関でも受け付けています。
（くわしくは当組合総務部へご相談ください。）

電話番号 ： ０１２０－３２４８９２（フリーダイヤル）
受付時間 ： 当組合営業日の午前９時～午後５時

苦情等のお申出は、当組合のほか

当組合への
お申出先

「お取引先店舗」または「総務部 りょうしんホットライン」にお願いいたします。

りょうしんホットライン

1.
2.
3.
4.

5.

6.
7.
8.
9.

お客さまからの苦情等については、各営業店または総務部で受け付けます。
お申出いただいた苦情等は、事情・事実関係を調査するとともに、必要に応じ関係部署との連携を図り、公正・迅速・誠実に対応し、解決に努めます。
苦情等の受付・対応にあたっては、個人情報保護に関する法律やガイドライン等に沿い、適切にお取扱いたします。
お客さまからの苦情等のお申出は、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受け付けていますので、内容やご要望等に応じて適切な機関をご
紹介し、その標準的な手続等の情報を提供いたします。
紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を利用することができます。その際は、しんくみ相談所の規則等を遵守し解決に取
り組みます。
顧客サポート等に係る情報の集約、苦情等に対する対応の進捗状況および処理指示については、総務部が一元的に管理します。
反社会的勢力による苦情等を装った圧力に対しては、規程等に基づき、必要に応じ警察等関係機関との連携を図ったうえ、断固たる対応を取ります。
苦情等に対応するため、研修等により関連規定等に基づき業務が運営されるよう、組合内に周知・徹底を図ります。
苦情等の内容について分析し、調査を行った苦情等の発生原因を把握したうえ、苦情等の再発防止、未然防止に向けた取り組みを不断に行います。

名　　称
住　　所
電話番号
受付日時間

しんくみ相談所　（一般社団法人 全国信用組合中央協会）
〒104－0031　東京都中央区京橋1－9－1
03－3567－2456
月～金（祝日および協会の休業日は除く）　午前9時～午後5時

〒100－0013　東京都千代田区霞ヶ関1－1－3
03－3581－0031
月～金（除 祝日、年末年始）
9：30～12：00／13：00～15：00

名　　称
住　　所
電話番号
受 付 日
時　　間

　当組合は、お客さまからのお申出について、以下の通り金融ＡＤＲ制度も踏まえ、内部管理態勢等を整備して迅速・公平・適切な
対応を図り、もって当組合に対するお客さまの信頼の向上に努めます。

東京弁護士会 紛争解決センター

03－3595－8588
月～金（除 祝日、年末年始）
10：00～12：00／13：00～16：00

第一東京弁護士会 仲裁センター

03－3581－2249
月～金（除 祝日、年末年始）
9：30～12：00／13：00～17：00

第二東京弁護士会 仲裁センター

〒810－0004
福岡市中央区渡辺5－14－12
（南天神ビル内）
092－741－3208
月～金　10：00～19：00
土日・祝日　10：00～13：00

名　　称

住　　所

電話番号
受 付 日
時　　間

天神弁護士センター
〒803－0816
北九州市小倉北区金1－4－2
（北九州弁護士会館内）
093－561－0360
月～金（除 祝日、年末年始）
9：30～12：30／13：30～15：30

北九州法律センター
〒830－0021
久留米市篠山町11－5
（筑後弁護士会館内）
0942－30－0144
月～金（除 祝日、年末年始）
9：30～12：00／13：00～17：00

久留米センター

〒100－0005　東京都千代田区丸の内3－4－1
03－3286－2648
月～金（除 祝日、年末年始）　9：00～17：00

〒101－8335　東京都千代田区神田淡路町2－9
0570－022808
月～金（除 祝日、年末年始）　9：15～17：00

名　　称
住　　所
電話番号
受付日・時間

生命保険相談所（社団法人 生命保険協会） そんぽADRセンター（社団法人 日本損害保険協会）
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コンプライアンス（法令、規則等の遵守）への取り組み

■  金融商品にかかる勧誘方針

当組合は金融機関としての社会的な使命と公共性を自覚し、
役職員一人ひとりが法令や諸規程、社会的なルールを厳正に遵守するよう徹底を図っております。

① 信用組合の社会的使命と公共性の自覚と責任
② キメ細かい金融等サービスの提供と地域社会発展への貢献
③ 法令やルールの厳格な遵守と適正な業務運営
④ 反社会的勢力の排除
⑤ 経営の積極的ディスクローズ（情報開示）とコミュニケーションの充実

　常勤理事会において、コンプライアンスについてのあり方をあらゆる角度から検討し、コンプライアンス態
勢の確立を目指し、これを経営の最重要課題と位置付けております。また法務リスクを統括するため、コン
プライアンス委員会を設置し、法務問題の一元管理・営業店指導を行うとともに各部店にコンプライアンス・
オフィサー（法令遵守担当者）を任命し、統括部署と連携を図っております。

　当組合は『金融商品販売等に関する法律』に基づき、金融商品の販売等に際しては次の事項を遵守し、勧
誘の適性の確保を図っております。

コンプライアンス体制図

コンプライアンス統括室

理事会（理事）

常勤理事会

本 部 営 業 店

理 事 長

監 査 部

監事会（監事）

報告
報告

報告相談 協議指示

臨店監査（指示事項チェック）・相談

報告

連携

連携

（平成27年7月1日現在）

報告指示

指示
指示

監査

連携

臨店監査（指示事項チェック）・相談
コンプライアンスオフィサーの配置

東
長
崎
支
店

諫
早
支
店

滑
石
支
店

住
吉
支
店

深
堀
支
店

営
業
統
括
部

事
業
推
進
部

事
務
管
理
部

資
金
運
用
部

総
合
企
画
部

総

務

部

融

資

部

浜
町
支
店

木
鉢
支
店

本
店
営
業
部

（
本
館
出
張
所
）

金融商品に係る勧誘方針
1.

2.

3.

4.

5.

当組合は、お客さまの知識、経験、財産の状況および当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らして、適正な情報
の提供と商品説明を行います。

商品の選択・購入は、お客さまご自身の判断によってお決めいただきます。その際、お客さまに適正な判断をしていただくため
に、当該商品の重要事項について説明を行い、十分理解していただくよう努めます。

当組合は、誠実・公正な勧誘を心がけ、お客さまに対し不確実なことを断定的に申し上げたり、事実でない情報を提供するなど、
お客さまの誤解を招くような勧誘は行いません。

当組合は、良識を持った節度ある行動により、お客さまの信頼の確保に努め、お客さまにとって不都合な時間帯や迷惑な場所
での勧誘は行いません。

当組合は、役職員に対する研修等を充実し、金融商品に関する知識の充実を図るとともに、適切な勧誘が行われるよう、内部
管理体制の強化に努めます。

コンプライアンス委員会

コンプライアンスに対する取り組みの基本方針
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当組合は､以下の「保険募集指針」に基づき､適正な保険募集に努めてまいります。

コンプライアンス（法令、規則等の遵守）への取り組み

■  保険募集指針

■  「犯罪収益移転防止法」に基づいた対応について

■  「りょうしんホットライン」（お客さま電話相談窓口）

当組合は、保険業法をはじめとする関係法令等を遵守いたします。
万一、法令等に反する行為によりお客さまに損害を与えてしまった場合には、募集代理店として販売責任を負います。

当組合は、お客さまに引受保険会社名をお知らせするとともに、保険契約を引受け、保険金等をお支払いするのは保
険会社であること、その他引受保険会社が破たんした場合等の保険契約に係るリスクについてお客さまに適切な説
明を行います。

当組合は、取扱保険商品の中からお客さまが適切に商品をお選びいただけるように情報を提供いたします。

当組合が取扱う一部の商品につきましては、法令等により以下のとおりご加入いただけるお客さまの範囲や保険金
等に制限が課せられています。

（1） 保険契約者・被保険者になる方は下記のいずれかに該当する場合は、当組合の組合員の方を除き、一部の保険 
　　商品をお取扱いできません。

（2） 「上記（1）に該当する当組合の組合員の方」「従業員数が21名以上の融資先法人等の従業員・役員の方」を保険
　　契約者とする一部の保険商品の契約につきましては、保険契約者一人あたりの通算保険金額その他の給付金合
　　計額（以下「保険金額等」といいます）を、次の金額以下に限定させていただきます。

◉

◉

◉

◉

当組合は、ご契約いただいた保険契約の内容や各種手続方法に関するご照会、お客さまからの苦情・
ご相談等の契約締結後の業務にも適切に対応いたします。
なお、ご相談・照会・お手続等の内容によりましては、引受保険会社所定のご連絡窓口へのご案内、ま
たは保険会社と連携してご対応させていただくこともございます。

当組合は､保険募集時の面談内容等を記録し､保険期間が終了するまで適切に管理いたします｡
また､お客さまから寄せられた苦情･ご相談等の内容は記録し､適切に管理いたします｡

◉

◉

　「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づき､お取引の際には、ご本人の確認を行うため所定の公的証
明書の提示をお願いしております｡最近､多発している「振り込め詐欺」の未然防止につながった例もございます｡
　お客さまのご理解とご協力をお願い申し上げます｡

　電話相談専用回線を設け､お客さまからのご意見･苦情などへの迅速な対応を心掛けております｡

0120－324892

① 当組合から事業性資金の融資を受けている法人・その代表者・個人事業主の方・当組合の組合員の方
　（以下、総称して「融資先法人等」といいます）
② 従業員数が20名以下の「融資先法人等」の従業員・役員の方

① 生存または死亡に関する保険金額等：1,000万円
② 疾病診断、要介護、入院、手術等に関する保険金額等

ａ．診断等給付金（一時金形式）
ｂ．診断等給付金（年金形式）

ｃ．疾病入院給付金

ｄ．疾病手術等給付金

1保険事故につき100万円
月額換算5万円
5千円
 【特定の疾病に限られる保険は1万円】

1保険事故につき20万円
 【特定の疾病に限られる保険は40万円】

＊合計1万円

＊合計40万円

電話番号 ：
受付時間 ：当組合営業日の午前9時～午後5時
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リスク管理体制

■  リスク管理に対する基本方針

【各種リスク管理方針について】

信用リスク

市場リスク

流動性リスク

事務リスク

（1）

（2）

（3）

リスク管理を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、そのためのリスク管理体制を整備し、リスクを適
切に把握・管理することにより、経営にとって許容可能な水準に収めたうえで収益力の強化を図っており
ます。

「健全性の維持」と「収益力の向上」の双方のバランスのとれた経営を目指し、自己責任においてリスク
管理の質を高めております。

経営陣自らが各業務分野におけるリスクの性質や量、適切な管理手法を十分把握し、リスクに関わる情
報について的確かつ遅滞なく報告を受け、リスク管理の重要な方針を決定しております。

●

●

●

●

●

●

●

審査の厳正化による新規不良債権発生の防止に努める。
ローンレビューの充実による債権保全および大口与信先の管理徹底を図る。
仮債務者区分の厳正化による適正な引当金の把握を行う。
信用リスク量の適正な把握による収益管理を実施する。
信用格付に基づく格付金利適用による適正金利確保に努める。
保有有価証券の格付、株価、決算・財務状況等の最新情報の収集を行い、信用状況把握に努める。
資産査定管理態勢については「資産査定規程」に基づいた貸出金等の厳正な査定を行う。

●

●

「事務リスクの存在」および「事務ミスの軽減・未然防止の重要性」・「事務ミス発生による当組合への影響」等の
認識を深め、全職員で「事務ミス撲滅」を目指す。
法改正等へ適切に対応し、規定・要領等を整備し、正確な事務処理の徹底を図る。

●

●

金融機関における流動性リスク管理は、業務の健全性および適切性の観点から極めて重要であることを
認識し、当組合の資金調達・運用特徴を理解し、適切かつ安定的な資金繰りを行う。
必要収益を確保しつつ、流動性危機時に備え市場流動性・換金性が高い有価証券の保有に努める。

● 経済情勢や金利動向を予測し、急激な金融環境の変化に対応するようリスクコントロールを行い、安定的
な収益確保に努める。

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル
リ
ス
ク

そ
の
他
リ
ス
ク

システム
リスク

● 顧客の信頼・安心感の確保等、安全で安定したシステムの構築ならびにその維持を行う。

● 取引先からの貸付条件の変更等の申込み・相談に迅速かつ適切に対応するとともに、中小企業・小規模事
業者の経営支援に向けた取り組みを一層強化するなど、金融の円滑化に全力で取り組んでいく。金融円滑化

顧客保護
● 顧客のニーズおよび自由な意思を尊重し、顧客の保護および利便性の向上を図り、業務の健全性ならびに
適切性の確保・維持を行う。

法務
● 法務リスク管理規程に基づき、組織内の連絡・連携を図り、法務関連情報を的確に収集・管理するととも
に、顧問弁護士等の活用を図りながら法務リスク防止の強化を図る。

風評

●

●

評判の悪化や風説の流布等により、信用が低下することから生じる損失・損害などに対して「風評リスク
管理規程」に基づき確実な対応を図る。
信用組合業界に関する報道、風説等により当組合の評判が悪化し、信用低下につながることが無いように注
意する。発生または予見される場合は、影響を最小限にとめるため、迅速かつ適正な対応をとる。

人事・労務
● 経営方針、就業規則、コンプライアンス・マニュアル等に基づき、組織の活性化と職員の人権尊重を柱とした
人事労務対策を実施し、職員各自が最大限能力を発揮できる環境を整備する。

有形資産 ● 万一の災害や犯罪等発生時の人的損失ならびに物的損失の軽減に努める。
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　金融の自由化・国際化の進展といった金融環境の大き
な変化に伴い、信用組合経営に係るリスクはますます多様
化・複雑化しており、リスク管理の重要性は従来にも増し
て高まっております。
　当組合は、経営の健全性維持・向上のためにリスク管理
体制の充実とリスク管理の強化を図っていくことが経営の
最重要課題であると考えており、統合的リスク管理規程
により各種リスクを管理しております。また、毎年理事会
において定める統合的リスク管理の基本方針に基づき、
常にリスク管理体制を整備・強化し、 リスク管理の質を高
め、リスクを経営の受容可能な水準に収めたうえで、収益
の強化を図るといった「健全性の維持」と「収益力の向上」
の双方にバランスのとれた経営を目指しております。

◇リスクの内容とリスク管理体制
　当組合は、信用リスク、市場リスク（金利リスク・価格変
動リスク・為替リスク）、流動性リスク、事務リスク、シス
テムリスク等の様々なリスクについての管理体制を強化す
るために「統合的リスク管理委員会」を設置し、諸リスクの
一元的把握管理を行うとともに適時、適切に経営方針に
反映するよう努めております。

◇信用リスク管理
　信用リスクとは与信先の倒産や業況の悪化などから、貸
出金等の元金や利息の回収が困難となり、これに伴って
損失が発生するリスクをいいます。
　当組合では、資産の健全性向上を目的として、従来から
貸出金の審査・管理部門を他の部門から分離独立させて
おり、厳格な審査・管理体制をとっております。
　審査にあたっては、取引先の財務内容の検討や、企業の
特性、成長性、業界動向の分析等定量面と定性面の両面
から総合的な与信判断に努めております。
　融資面では、勤労者を中心とした小口融資が大半であ
り、健全性を確保してまいりましたが、今後とも、この基
本方針を堅持してまいります。また中小企業・個人事業者
への融資につきましては、長崎県信用保証協会保証を併
せながら推進を図ってまいります。
　また、平成10年3月期から資産の自己査定実施が義務
付けられ、独立した自己査定部門による査定を実施し、営
業店、本部審査部門への牽制機能を強化して、自己査定
体制の充実を図っております。

◇市場リスク、流動性リスク管理
　市場リスクとは、金利や債券・株式相場、為替相場の変
動により保有する資産の価値が変動し、損失が発生する
リスクをいいます。
　また、流動性リスクとは市場からの調達能力の低下、流
動性確保不足等により必要な資金が確保できないリスク
や、市場の混乱等により市場取引が円滑にできず、それに
伴って損失が発生するリスクをいいます。
　当組合では、安定した資金収益を確保するために、経済・
金融動向を的確に把握することに努め、ALM委員会によ
る資産・負債の総合管理を実施しております。
　また、資金運用委員会を設け、資金運用環境の分析、
取得金融資産の選別などを実施するほか、リスクの種類・
性格に応じ、これを適切なものにコントロールするよう努
めております。

◇事務リスク管理
　事務リスクとは、各種組合取引を処理するための事務
を正確にあるいはタイムリーに行わなかったり、不適切
な処理を行ったりしたために生じる事故や不祥事などに
より損失が発生するリスクをいいます。
　当組合では、このようなリスクを回避するため、事務水
準の向上、事務事故防止、業務運営の適正化・効率化な
ど、事務管理体制の強化に取り組んでおります。
　具体的には、各種事務取扱規定やマニュアルを定め、
厳格な取扱いを徹底するとともに、業務別、階層別研修
やOJTなどを実施し、事務の品質・水準の向上に努めて
おります。

◇システムリスク管理
　システムリスクとは、災害やコンピュータシステムの障
害などに より、コンピュータの停止または誤作動等によっ
て損失が発生するリスクをいいます。
　当組合は、SKCセンター（信組情報サービス株式会社）
へ加盟し、SKCホストコンピュータの機能障害について
は予備のシステムを保有しており、突然の障害等にも対
応できる態勢を整 えております。さらに通信回線の二重
化やデータファイルの二重化を行っており、システムの安
全対策に万全を期しております。

◇内部監査体制
　当組合では、リスク管理の実効性を高め不正事故・事
務ミスなどを防止し、経営の健全性を維持・向上させる
ために、組合内の監査組織として監査部を設置していま
す。監査部では、営業店・本部各部への立入り監査を原
則年１回実施し、厳正な監査と適切な指導を行っており
ます。

■  法令等遵守体制
　金融機関がその社会的責任や公共的使命を果たし、
お客さまの信頼を獲得していくためには、業務の健全か
つ適切な運営と経営の健全性確保が不可欠であり、経営
トップのリーダーシップのもと、高い倫理観と遵法精神
を常に認識し、法令等遵守を着実に実践しなければなり
ません。
　当組合では、コンプライアンス体制の確立が経営の最重
要課題であるとして、常勤理事会において当組合でのコ
ンプライアンス(法令等遵守）のあり方をあらゆる角度から
検討し、全社的な取り組みとして役職員一丸となってコン
プライアンスの徹底に努めております。具体的には、法務
リスクを統括するためにコンプライアンス委員会を設置し
て法務問題を一元管理するとともに、各部店に配置した
コンプライアンス・オフィサー（法令等遵守担当者）との連携
を強化して適切な対応を行っています。また、コンプライ
アンスの具体的な手引書または実践計画書として、コンプ
ライアンス・マニュアルおよびプログラムを策定し、コンプ
ライアンスの徹底を図っております。
　コンプライアンス・マニュアル、プログラムは全職員に配布
しており、毎月８日には全部店で勉強会を実施するほか、
集合研修の受講等により、法令等遵守の企業風土醸成
と全役職員の意識高揚・レベルアップに努めております。

リスク管理体制および法令遵守体制に対する取り組み

■  リスク管理体制
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（注）  氏名の後に就任回数を記載しております。

松浦  竜二 ①
松室  大介 ①
南  昭宏 ①
平野  正俊 ①
小串  雄也 ①
中村  真二 ①
上野  栄夫 ①
嶋田  健 ①
林田  健太朗 ①
平川  健吾 ①
岩嵜  誠和 ①
大久保  英幸 ①
藤井  和典 ①
嶋田  嘉嗣 ①
田良島  進也 ①
安永  稔 ①
河邉  晴一 ①
山﨑  龍二 ②
川口  健一 ①
宮崎  剛 ①
羽有  健太 ①
松本  和寛 ①
田中  伸彦 ①
渡邊  冠士 ①
稲形  正芳 ⑤
只熊  久志 ①
後藤  隆之 ①
藤井  秀幸 ①
時津  智史 ①
田中  大士 ①

今村  崇 ①
宮﨑  浩二 ②
小島  英樹 ①
谷渡  誠 ①
若狹  強志 ①
今村  大地 ①
桑村  信行 ①
木村  憲児 ①
松尾  真也 ②
野副  龍太 ①
宮田  諭司朗 ③
中田  宗茂 ①
渕野  敏博 ②
渡辺  正澄 ⑨
大坪  浩伸 ③
田吉  夏夫 ①
椿山  兼光 ②
江崎  誠 ⑪
中村  茂 ②
中山  竜馬 ③
古賀  雄二郎 ③
平井  正晴 ④
幸  孝信 ②

〔職域総代〕 〔店周総代〕

1. 総代の定数
 総代の総数は、100人以上160人以内とし、選挙区ごとに定数を定めております。

2. 総代の任期
 総代の任期は、定期改選期の10月1日より2年間としております。

3.総代の選出方法 
　　総代選挙規程に則り、各選挙区ごとに立候補した組合員の中から、公平に選挙を行い選出されます。
 なお、立候補者の数が定数を超えない場合は、無投票当選となります。 

総代会について

■  総代会の制度とは

■  総代の定数、任期、選出方法

■  総代氏名 （敬称略・順不同） 総代数149名

　信用組合とは、組合員の「相互扶助」の精神を基本理念に、組合員一人ひとりの意見を大切にする協同組織
金融機関です。したがって、組合員は出資口数に関係なく、一人一票の議決権を持ち、総会を通じて当組合
の経営に参加することになります。当組合では組合員数が多いので、組合員の意見などを適正に反映するた
めに、総会に代わる総代会制度を採用しております。
　総代会は、定款の変更、決算事項の承認、役員（理事・監事）の選任などの重要事項を決議する最高意思
決定機関です。組合員一人ひとりの意見が当組合の経営に反映されるように、組合員の中から総代選挙規程
に従い適正な手続きを経て選任された総代により運営されております。

深堀支店
峰  利美 ①
山下  浩二 ①
岩永  一彦 ④
加納  修二 ⑤
小西  良一 ③
池崎  道男 ④
前川  亮 ④
三好  保行 ②
大渡  直光 ④
南  光輝 ②
白濵  正人 ①
喜多  昭夫  ③
片町  明 ①

浜町支店
峰  清髙 ②
山﨑  成弘 ①
河野  恵一 ①
原口  宗靖 ①
園田  敏朗 ①
上笹貫  司 ①
香田  正宣 ②
猪股  文雄 ⑦
佐々木  德郎 ⑦
金谷  繁臣 ④
鎌田  秀光 ④
林  隆一 ②
鋤崎  正勝 ④
福田  正二 ④

滑石支店
島本  英松 ④
林  太輔 ②
向井  龍徳 ①
伊達  邦之 ⑤
平尾  正治 ③
長谷崎  正弘 ③
川久保  勝則 ①
中村  隆 ③
江口  孝 ③
浅沼  宣一 ①
御厨  健二 ②
林田  強 ①
衣川  真仁 ①
鹿児島  愼一 ②
古谷  東明 ②
中川  勝秀 ①
徳安  政英 ②
森内  洋一 ③
内田  政信 ⑦

住吉支店
吉岡  正 ③
小川  浩司 ③
瀧川  義昭 ⑥
藤井  篤 ②
𠮷川  秀史 ③
松村  隆 ②
𠮷田  伸一 ①
小野沢  登 ⑤

向  潮 ③
金山  健二 ⑦
中島  仁 ②
田中  孝一 ⑤
森田  久美 ②
石本  好彰 ③
船越  兼也 ③
新町  哲哉 ①
奈良﨑  光広 ⑥
香月  喜代治 ⑨
山口  繁樹 ⑤
大富  英生 ⑧
分部  悟 ①

諫早支店
池田  二郎 ⑥
溝上  敦夫 ①
織方  五郎 ②
鶴田  光彦 ⑥
本田  敏彦 ②

東長崎支店
城越  賢治 ②
吉田  竜二 ①
山下  真則 ②
藤本  吉通 ③

本　店
我那覇  義一 ①
初田  博當 ⑥
関本  士朗 ①
中村  和幸 ③
森  義治 ③
今道  勝行 ⑤
増本  元紘 ⑤
末岡  義之 ⑦

木鉢支店
藤岡  哲哉 ⑦
山下  一輝 ①
橋  末継 ⑥
本村  清治 ③
梶原  富茂 ①
永野  賢治 ②
梅本  邦明 ③
久保  菊雄 ⑤
井手  壽人 ②
駒田  俊彦 ②
黒田  義夫 ①
林田  勝義 ③
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第62期 通常総代会の模様

総代会について

　平成27年6月22日に第62期 通常総代
会を開催し、下記のとおり報告事項の報告
を行うとともに、決議事項については原案
通り承認可決されました。

■  第62期　通常総代会の決議事項

〈報酬体系について〉

報告事項
第62期（平成26年度）事業報告の件

決議事項

第1号議案
第62期（平成２6年度）計算書類等（貸借対照表、損益計
算書及び剰余金処分案）承認の件

第2号議案
第６3期（平成２7年度）事業計画（案）並びに収支予算（案）
承認の件

第3号議案
第６3期（平成２7年度）最高借入限度額承認の件

第4号議案
組合員除名の件

１．対象役員
 　当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬体系を開示しております。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価と
　 して支払う「基本報酬」及び、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。
（１）報酬体系の概要
　【基本報酬】
 　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決
　 定しております。
 　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を勘案し、当組合の理事会において決定しております。
 　また、各監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しております。
　【退職慰労金】
 　退職慰労金につきましては、総代会にて承認を得た後、当組合所定の内規に基づき支払っております。
 　なお、当組合においては、役員の在任期間が短く支給額が経営に与える影響は僅少であり、引当金の計上は行っておりません。
（２）役員に対する報酬

 　注１．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第１５条別紙様式第４号「附属明細書」における役員に対する報酬です。
 　注２．支払人数は、理事14名、監事4名です（退任役員を含む）。
 　注３．使用人兼務理事3名の使用人分の報酬は、13,448千円です。
 　注４．役員退職慰労金は、480千円です。
（３）その他
 　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同
　 組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29
　 日付金融庁告示第23号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はありません。
２．対象職員等
 　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の職員、当組合の主要な連結子法人等の役職員であって、対象
　 役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
 　なお、平成26年度において、対象職員等に該当するものはいませんでした。
 　注１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
 　注２．「主要な連結子法人等」とは、当組合の連結子法人等のうち、当組合の連結総資産に対して2％以上の資産を有する会社等をいいます。
 　注３．「同等額」は、平成26年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
 　注４．当組合員の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「職員賃金規則」及び「職員退職金規則」に基づき支払っております。
 　　 なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利益を上げることや株価を上げることに動機づけさ
　  れた報酬となっていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額

（単位：千円）

39,482
10,645
50,128

70,000
16,000
86,000

区分
理事
監事
合計
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（単位：百万円）

貸付けの条件の変更等の
申込みを受けた貸付債権の額

うち、実行に係る
　　　　貸付債権の額

うち、謝絶に係る
　　　　貸付債権の額

うち、審査中の
　　　　貸付債権の額

うち、取下げに係る
　　　　貸付債権の額

（単位：百万円）

貸付けの条件の変更等の
申込みを受けた貸付債権の数

うち、実行に係る
　　　　貸付債権の数

うち、謝絶に係る
　　　　貸付債権の数

うち、審査中の
　　　　貸付債権の数

うち、取下げに係る
　　　　貸付債権の数

貸付けの条件の変更等の
申込みを受けた貸付債権の額

うち、実行に係る
　　　　貸付債権の額

うち、謝絶に係る
　　　　貸付債権の額

うち、審査中の
　　　　貸付債権の額

うち、取下げに係る
　　　　貸付債権の額

貸付けの条件の変更等の
申込みを受けた貸付債権の数

うち、実行に係る
　　　　貸付債権の数

うち、謝絶に係る
　　　　貸付債権の数

うち、審査中の
　　　　貸付債権の数

うち、取下げに係る
　　　　貸付債権の数

金融円滑化への取り組み

　平成21年12月に施行されました「中小企業金融円滑化法」は、平成25年3月31日を以って終了いたしま
したが、当組合は同法施行以前より公共的使命をまっとうするため、相互扶助の精神に基づき豊かな地域づ
くりに貢献することを経営理念に掲げ、創意と工夫を活かして、組合員や地域社会の期待・信頼に応え、適
切な情報開示を行うとともに、組合員の皆さまとの対話により金融の円滑化に取り組んでまいりました。
　今後もこれまでと同様に「金融円滑化管理方針」「貸付条件の変更等の申込みに対する方針」に基づき、事
業資金をご利用のお客さま及び住宅ローンをご利用のお客さまからの条件の変更等に関するご相談に真摯
に対応するとともに、コンサルティング機能の一層の強化に努め、地域貢献に取り組んでまいります。

（別表３）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の額　〔債務者が住宅資金借入者である場合〕　　

（別表１）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の額　〔債務者が中小企業者である場合〕
平成23年
3月末

平成24年
3月末

平成25年
3月末

平成25年
6月末

平成25年
9月末

平成25年
12月末

平成26年
3月末

平成26年
6月末

平成26年
9月末

平成26年
12月末

平成27年
3月末

平成24年
12月末

平成24年
9月末

平成24年
6月末

平成23年
6月末

平成23年
9月末

平成23年
12月末

平成22年
12月末

平成22年
9月末

平成22年
6月末

平成22年
3月末

平成21年
12月末

（別表２）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数　〔債務者が中小企業者である場合〕

（別表４）貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数　〔債務者が住宅資金借入者である場合〕　　

（単位：件）
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3
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1
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1

7
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3

7
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7
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4

7
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7
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5
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8
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0

8
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0

8
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2
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（単位：件）

貸付け条件の変更等への対応状況（平成21年12月～平成27年3月）

2015 りょうしん Disclosure 14



　当組合は、長崎市、諫早市、大村市、佐世保市（除く吉井町・世知原町・宇久町・小佐々町・江迎町・鹿町町）、
西海市、西彼杵郡、雲仙市を営業地区とし、地元の中小企業・個人事業主や住民の皆さまが組合員となって、
お互いに助け合い、発展していくという相互扶助の理念に基づき運営されている協同組織金融機関です。
　中小企業・個人事業主や住民の皆さま一人ひとりの顔が見えるキメ細かな取引を基本としており、常にお
客さま（組合員）の事業発展や生活の向上に貢献するため、組合員の利益を第一に考えることを基本としてお
ります。
　また、地域社会の一員として、当組合の経営資源を活用し、地域社会の生活の質や文化の向上に積極的に
取り組んでまいります。

　当組合は今日まで、協同組織金融機関として個人や中小企業・個人事業主の皆さま方への金融サービスの
向上に努めてまいりました。平成23年度の「地域密着型金融の推進に関する監督指針の改正」に沿い、平成
23年７月以降は「顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮」「地域の面的再生への積極的な参画」「地
域や利用者に対する積極的な情報発信」を３本柱として掲げ、地域に密着した活動を推進してまいりました。
また当組合は、平成25年７月に中小企業経営力強化支援法に基づく「経営革新等支援機関（認定支援機関）」
として認定されております。
　平成27年度も、この３本柱に基づいて「創業・新事業支援、事業再生支援、経営改善支援、地域活性化に
つながる多様なサービスの提供」などの詳細項目を設け、認定支援機関として地域貢献および支援体制を強
化してまいります。

　平成26年度は経営革新等支援機関（認定支援機関）として引続き「創業補助金」「ものづくり・商業・サー
ビス補助金」等各種補助金活用のニーズに対応した「補助金申請に係る事業計画策定支援」を推進してまいり
ました。今後もお客さまに対するコンサルティング機能を発揮することにより、認定支援機関として、創業・
新事業支援に対し積極的なサポートを推進してまいります。

　平成26年度は平成25年に引続き長崎県中小企業再生支援協議会と連携し、既存取引先である2先につ
いて事業再生支援の取り組みをいたしました。事業再生支援は地域密着型金融推進計画の重要課題として
捉えており、今後も外部専門機関等との連携を強化してまいります。

　平成26年度は１先の経営改善支援先に対し、継続取り組みを行いましたが、新たな取り組み先はござい
ませんでした。今後も、お客さまへの定期的な訪問を継続し、経営改善が必要なお客さまに対しましては、積
極的な経営改善支援を行ってまいります。

当組合の地域密着型金融推進に関する取り組みにつきましては、当組合のホームページに掲載しています。

また、「進捗状況」は各営業店においてもご覧頂けます。

＊ホームページ・・・・・・・・・http://www.ryousin.shinkumi.jp

地域活性化のための取り組み

■  創業・新事業支援

■  事業再生支援

■  経営改善支援

地域活性化に関する取り組み方針

中小企業の経営支援および地域の活性化に関する取り組み状況
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《休日融資相談会開催》
　平日はお仕事で忙しい方、ゆっくり時間をかけて融資の相談をしたいという方のために、浜町・木鉢・住吉・
東長崎の4店舗で「休日融資相談会」を開催しております。
【開催日・時間】 毎月第4土曜日　10：00～15：00
　　　　　　　 ※なお、深堀支店は毎週土曜日10：00～16：00まで営業しております。（一部業務を除く）

《住宅ローン推進室による「住宅ローン相談会」等開催》

寄
付
金
の
し
く
み

特徴
2

お店

10,000円の
お買い物

10,000円の
自動引き落し

Master Card   VISA

  VISA

    JCB

10,000円決済

しんくみピーターパンカードは、
国際カード3種類の中から
お好みの1枚をお選び下さい。信用組合業界の選定した

チャリティー関連諸団体

ロンドンのグレート・オーモンド・
ストリート病院こどもチャリティ

50円寄付

10,000円入金
（1回払いの場合）

カードメンバー

信用組合

オリコ

・ 年会費永年無料
・ ドライブに便利なETCカードが年会費永年無料
・ カード利用金額100円ごとにポイント獲得（商品券や、
 JALマイルサービス、ドコモポイントなどに交換できます）

すべての子どもたちの輝かしい笑顔のための何かを。そんな思いをかたちにする「しんくみピーターパンカード」をどうぞよろしくお願いいたします。

地域貢献活動

■  社会貢献型クレジットカード「しんくみピーターパンカード i D」のご紹介

■  ビジネス専用クレジットカード「しんくみピーターパンカードGold for Biz」のご紹介

■  地域の夏祭りに参加

融資を通じた地域貢献

社会・地域貢献活動

　各営業店の周辺地区で開催された地域主催の夏祭りに、うちわ配布や踊りなどで参加させていただき、
地域の皆さまとの交流を深めました。

◎個人事業主および法人代表者向けのクレジットカードで、会社の口座が決済口座となります。
◎しんくみピーターパンカードｉＤと同様の社会貢献機能付です。
◎年会費は初年度無料、次年度以降は税込2,160円（ただし年間10万円以上のご利用で無料）です。
◎各種優待サービスが付加されています。（VISAゴールドカード優待など）

皆さまとともに歩んでまいりました“りょうしん”は、これまでの活動を生かしながら、さらに一歩、暮らしに
踏みこんだ役割を担いたいと考えております。｢しんくみピーターパンカード」は、すべての子どもたちとその
家族の、こころと身体の健全な育成を支援するカードです。

◎社会貢献機能付…このカードでショッピングすると、ご利用額の0.5％が日本の障害や難病と闘っている子どもたちやその
　家族への支援活動、および子どもたちの健全育成活動に、さらに世界の病気の子どもたちに役立てられます。
　（お客さまのご負担はございません。）

◎後払い電子マネー“iD”付…“iD”の利用できる店舗で買物する際、専用の読取り端末にカードをかざすだけで、
　サインせずに決済ができます。
　（注）上記機能を搭載することにより、少額の買物にもカードを利用することができ、併せて社会貢献もできる。（iD 付社会貢献型カードは日本初）

特 典

特徴
1

　当組合では、住宅ローン相談の専門部署として「住宅ローン推進室」を設け、お客さまのマイホーム購入の
お手伝いを行っております。またハウスメーカーと連携し、主要住宅地や住宅展示場などで「住宅ローン相談
会」や「住宅購入セミナー」を開催しております。
　マイホーム購入をお考えの方は、お気軽にご連絡ください。
【連　絡　先】　095－861－4161　住宅ローン推進室 まで
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「　　　　　愛の基金」
地域との共生を図るために「りょうしん愛の基金」を核として、積極的な社会貢献活動を展開しております。

◇高齢者の福祉向上、老人福祉施設への慰問などを行うために役立てております。
◇青少年の健全育成や難病の子どもたちを支援するために役立てております。
◇ポイ捨て防止のマナーアップ運動や環境美化運動を支援するために役立てております。
◇各種ボランティア事業を支援するために役立てております。

目的および活動

〔平成26年度「りょうしん愛の基金」収支報告〕
〔役職員・窓口募金など〕　

収入の部 支出の部
（単位：円）

前 期 繰 越 金
役 職 員 募 金
預 金 利 息
愛の基金募金箱
そ の 他 募 金

合 計 　

明星園親睦会
明星園クリスマス会
クリーンキャンペーン
長崎市へグラウンドゴルフ用品寄贈
小　　　計　
次期繰越金
合　　　計　

地域貢献活動

社会・地域貢献活動

■  クリーンキャンペーン （平成26年5月17日）
　毎年、役職員と家族で地域の清掃活動を行っておりま
す。昨年は快晴の中、本店ビルから稲佐山山頂へ『水の
浦』『秋月』『旭町』の3コースに分かれ清掃登山を行い、
心地よい汗を流しました。

■  しんくみ週間『愛の献血』 （平成26年9月3日）
　しんくみ週間中（例年9月に実施）に全国の信用組合の統
一地域貢献活動の一環として、平成22年度より三菱重工労
組長船支部の駐車場をお借りして、献血活動を行っておりま
す。26年度は役職員21名が献血を行いました。

8,190,342
326,600
1,604

0
0

8,518,546

173,622
7,248

122,542
157,098
460,510
8,058,036
8,518,546

善意あるお客さまおよび当組合役職員
の毎月の募金により、諸施設などへの
活動資金として役立てています。

※愛の基金募金箱の平成26年度分に
ついては、東日本大震災の義援金とし
て、募金額全額の59,591円を日本赤
十字社へ寄付いたしました。

■  児童養護施設「明星園」の子どもたちとのふれあい （平成26年9月6日）

■  環境問題への取り組み

　恒例となりました第11回目の児
童養護施設『明星園』の訪問を行い
ました。
　子どもたちと職員のペアでのボ
ウリングやバーべキューパーティー
を行い、楽しいふれあいの時間を
過ごしました。

　本店ビルに太陽光発電を導入するなど、節電への関心を高め職員の環境問題への意識向上に取り組んでおります。
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■  年輪クラブ『雲仙旅行』開催 （平成26年9月4日～１２日）

トピックス

　年輪クラブ会員相互の親睦を目的として毎
年恒例の「雲仙旅行（第11回目）」を開催し、
249名の皆さまにご参加いただきました。
　毎回ご好評いただいており、本年も9月に
開催を予定しております。たくさんのご応募 
お待ちいたしております。

◆ りょうしん年輪クラブは、当組合で年金のお受取りをされているお客さま全員が、自動的に会員（無料）となるサー
　 クルで、会員さまとそのご家族の生活をより豊かにすることを目的とした活動を行っております。

◆ 冠婚葬祭や宿泊施設などの提携割引サービスをはじめ、各種イベントの開催、お得な情報のご提供に努める
　 とともに、会員さま専用の優遇金利商品も取扱っております。

■  りょうしん講演会「ビューティーこくぶ・神田聖子のものまねライブショー」開催 （平成26年9月20日）
　長崎市民会館文化ホールにおいて「りょうしん講演会」を開催いたしました。10回目となる今回は、数多くのレ
パートリーをもつ“ビューティーこくぶ”と松田聖子そっくりさんのパイオニアである“神田聖子”のものまね
ショーでお楽しみいただきました。
　当日は、日頃より「りょうしん」をご利用いただいている組合員の皆さまを中心に約800名の方にご来場いた
だき、客席一体となったステージに会場は大いに盛り上がり、楽しいひと時を過ごすことができました。

■  年輪クラブ“博多座で観る「五木ひろしと都はるみの豪華響演」原鶴温泉１泊２日の旅”開催
 （平成27年4月20日～21日）

　年輪クラブ会員特別プランとして1泊2日の旅行を
開催いたしました。
　博多座では、五木ひろしと都はるみによる歌や演
奏などの豪華ステージをお楽しみいただきました。
　そのほか「大刀洗平和記念館」などの観光地にも
立ち寄り、充実した2日間となりました。
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■  「ビジネスマッチングフェアin長崎・in佐世保」協賛 （平成27年2月19日/長崎）（平成26年8月20日/佐世保）

トピックス

■  「2014とっとっと祭り」当組合イベント開催 （平成26年8月24日） 

■  キラキッズ保育園へ大型絵本寄贈 （平成27年2月26日） 
　本店・本部ビル近隣の保育園である「キ
ラキッズ保育園」へ大型絵本を寄贈いたし
ました。
　昨年度に引き続き、地域貢献事業・次
世代育成支援の一環として行いました。

　三菱重工労組長船支部と三菱重工業
㈱長崎造船所および三菱日立パワーシ
ステムズ㈱長崎工場共催による「2014
とっとっと祭り」が開催されました。昨年
に引き続き、ご来場の皆さまへのうちわ
配りとステージイベントにて主催者・来
賓の皆さまを交え当組合役職員で、お
餅やお菓子の「福まき」を行いました。
　当日は朝からあいにくの雨となり天候
が心配されましたが、ステージイベント
が始まると雨もあがり、ご来場の皆さま
から大変ご好評をいただきました。

　（財）長崎県産業振興財団の主催により、長崎県の中小企業と県外発注企業との取引拡大を推進する事を
目的として開催されております「ビジネスマッチングフェアin長崎・in佐世保」に協賛いたしました。
　“in長崎”においては、県内企業51社・県外発注企業24社、“in佐世保”においては、県内企業47社・県
外発注企業22社が一同に会し盛況に終了しました。
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トピックス

■  長崎帆船まつり「青いフラッグキャンペーン」協賛 （平成27年4月25日・4月29日） 

■  りょうしん経営報告会開催 （平成26年１１月13日・平成27年6月8日）

■  地域向け映画鑑賞会「ドラえもん」開催 （平成27年3月26日） 
　明るい未来を担う子どもたちの育成を応援すべく「映画鑑賞会」を開催いたしました。
　“次世代育成支援”の観点と地域の皆さまへ感謝の気持ちを込めて、今回は本店・本部ビル周辺にお住ま
いの児童を対象に開催いたしました。
　ユナイテッド・シネマ長崎の一番大きいスクリーンで、ほぼ満席となる約390名の皆さまにご来場いただ
き、大人気の「映画ドラえもん のび太の宇宙英雄記」をお楽しみいただきました。会場には子どもたちの明る
い笑い声が響き、盛況のうちに終了することができました。

　「2015長崎帆船まつり」の「青いフラッグキャンペーン」に協賛いたしました。
　「青いフラッグキャンペーン」とは青い旗で帆船を送迎するもので、各地の帆船イベントにはない長崎だけ
のスタイルであり、当組合が協賛して６回目となります。
　当日は、天候にも恵まれ強い日差しが照りつける中、たくさんの観光客や地元の皆さまが来場され、長崎
港は大いに賑わいました。
　ご来場の皆さまと共に、“りょうしんブルー”であるりょうしんロゴ入りフラッグで入港パレードと出港セレ
モニーを盛り上げました。

　地域・職域組合員の代表の皆さまへ、経営内容を
お伝えするため経営報告会を開催いたしました。
　当組合の経営状況をご理解いただき、安心してご
利用いただけますよう今後も定例的に開催してまい
ります。

※経営報告会にて聴取させていただきました当組合への要望・評
　価をもとに、より良いサービス・商品の提供ができますよう役職
　員一同努力してまいります。
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■  「確定申告相談会」開催 （平成27年2月21日） 

※FP…資産運用から住宅ローン・税金・保険・年金・相続まで皆さまのライフプラン（生活設計）に合わせて、アドバイスができる国家資格です。

ファイナンシャルプランナー（FP※）による金融に関する研修会、講演会
FPによる「ライフプラン」、「ローンやクレジットの利用法」、「悪徳商法対策」などの金融に関する研修
会や講演会を行っております。皆さまもFPの話を聞いてみませんか？

トピックス

■  組合員モニター制度について

モニターのご意見（評価）と回答　抜粋

　当組合に対する組合員の建設的な意見および提案などを継続的に聴取し、お客さまへのサービス提供・
CS向上を図るために、組合員モニター制度を平成21年4月より実施いたしております。 
　現在、平成27年4月から、第4期目の新モニターにより運営されています。 
　今後も、お客さまのご期待に沿えるよう改善に努めてまいります。 

《窓口担当者の対応》
　◎来店時、明るい笑顔で元気な挨拶の声があり、丁寧な対応で感じが良いです。

《渉外担当者の対応》
　◎渉外担当者とお会いできる機会があまりないので、いつでも気軽に訪問してください。

《支店長の対応》
　◎支店長が自治会活動にもよく参加されており、大変良いことと思います。

《その他》
　◎お客様が来店されたら、笑顔で挨拶し、笑顔で終ることを大事にしてもらいたい。

職場・労働組合・地域単位などで、お気軽にご連絡ください。
【連絡先】  095-861-4161　営業統括部 まで

　平成26年3月末・9月末をもって三菱重工業・三菱日立パワーシステムズをご定年となられ、新たに年輪
クラブ会員に加入された方を対象として「確定申告相談会」を開催いたしました。
　税理士より確定申告のしくみなどの説明を受けながらご自身の申告書を作成し、参加された約70名の皆
さまからはご好評の声をいただきました。 

ご意見を参考にさせていただきまして、改めるべき点は早急に取り組み、改善を進めてまいります。
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トピックス

■  フリーローン／カードローン 「クイックアンサー2」取扱開始 （平成26年10月1日）
 　“かんたん申込で、あらゆる資金ニーズにスピード対応”が特徴のフリーローン「クイックアンサー２」の取扱
　いを開始いたしました。便利なカードローン型もございます。

■  ローン金利0.5％引下げキャンペーン実施 （平成26年10月1日～平成27年3月31日）
 　対象商品を取扱期間内にお借入いただく場合に、当組合カードローンご契約中または新規ご契約の方は適
　用金利が0.5%引下げとなるキャンペーンを実施いたしました。

■  「しんくみピーターパンカード Gold for Biz」取扱開始 （平成26年1１月4日）
 　個人事業主・法人代表者向けビジネス専用クレジットカード「しんくみピーターパンカードGold for Biz」
　の取扱いを開始いたしました。個人向けの「しんくみピーターパンカードｉＤ」と同様に社会貢献機能付である
　ほか、各種優待サービスが付加されております。

■  「ビジネスバンキング」取扱開始 （平成27年1月5日）
　　お客さま（法人・個人事業主）のパソコンを使用した、残高照会、入出金明細照会、資金移動取引（振込・
　振替）、データ伝送（総合振込・給与振込・賞与振込および口座振替）サービスの取扱いを開始いたしました。

■  5つの「事業者向け保険商品」取扱開始 （平成27年1月20日）
 　事業の承継や保証、企業経営のサポートを目的とした保険商品の販売を開始いたしました。

■  「インターネットバンキング」リニューアル （平成27年2月16日）
　　個人向けインターネットバンキング機能のサービスを全面刷新し「AnserParaSOL」の提供を開始いたし
　ました。

■  「終身保険」・「一時払逓増終身保険」取扱開始 （平成27年3月18日）
 　東京海上日動あんしん生命保険㈱の「終身保険」・「一時払逓増終身保険」の取扱いを開始いたしました。

■  ローン金利最大0.7％引下げキャンペーン実施 （平成27年4月1日～平成28年3月31日）
 　対象商品を取扱期間中にお借入いただく場合に、当組合カードローンご契約中または新規ご契約の方は適
　用金利が0.5%または0.7%引下げとなるキャンペーンを実施しております。

■  「職域提携企業向けローン」取扱開始 （平成27年5月7日）
 　当組合と職域優遇に関する協定を締結された企業の常勤役職員の皆さまを対象とした「職域提携企業向け
　フリーローン」・「職域提携企業向け目的ローン」の取扱いを開始いたしました。

■  「しんくみネットポイントカードサービス」実施 （平成27年7月1日～平成28年6月30日）
 　しんくみネット地域ネットワーク加盟店をご利用いただいた際にポイントが付くサービスを実施しております。
　10ポイントたまると、抽選で図書カードを差し上げます。
　　
■  「NISA口座開設」・「応援定期」キャンペーン実施 （平成27年7月1日～平成28年6月30日）
　　期間中、NISA口座を開設いただいたお客さまに500円のキャッシュバックを実施しております。
 　また、同期間中にご購入いただいた投資信託額を上限として、定期預金を特別金利（当初3ヶ月、年利3％）
　にてお預かりいたします。
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主な商品・サービスのご案内

預金業務

預金業務 （お取引限定商品）

種　　　類 お預入期間 しくみと特徴

普 通 預 金

総 合 口 座
●
●
1冊の通帳に「貯める・殖やす・支払う・借りる」の機能を備えた暮らしに欠かせない通帳です。
普通預金機能のほかに、急なご入用または自動支払などで普通預金の残高が不足した場合、お預
入定期預金残高の90％（最高300万円）まで自動的にお借り入れいただけます。

●

●

公共料金の自動支払、給与・年金・配当金などの自動受取、キャッシュカードなどの便利なサービ
スがご利用いただけます。
給与・年金振込ご指定口座はＡＴＭ手数料を月5回ご利用分まで当組合が負担いたします。

●
●
●

お預入残高に応じて利率が異なります。
普通預金より有利で、定期預金より便利な預金です。
自動受取、自動支払口座には利用いただけません。

●
●
短期の余裕資金の運用に最適です。
ご解約の場合は2日前までにご連絡ください。

●
●
1円以上1,000万円未満の範囲でお預入できます。
6ヵ月ごとの複利計算を行う「複利型」は、個人のお客さまのみご利用いただけます。

●
●
目的に応じ、毎月一定額を積立てていただく預金です。
毎月の積立額は1,000円からご利用いただけます。

● 満期日は1年以降3年までの任意日をご指定いただけます。（1ヶ月前のご連絡が必要です。）

● 給与またはボーナスからの天引による積立預金で、1年経過後1万円以上1,000円単位でお引出
ができます。利息は3年ごとに元金に加算し自動的に継続いたします。

● 給与またはボーナスからの天引による積立預金で、満60歳以降5年から20年の期間で年金方式
によるお受取ができます。また、財形住宅と合算し550万円の非課税枠がご利用いただけます。

長寿祝いの年に（65歳特別設定、喜寿を過ぎると毎年）お預入時
の1年ものスーパー定期店頭表示利率に0.3％上乗せいたします。

● お預入時の1年ものスーパー定期店頭表示利率に0.25％上乗せい
たします。

組合員またはそのご家族の方で、障害・遺族・労災年金または各種
手当の振込ご指定の方限定商品です。
お預入時の１年ものスーパー定期店頭表示利率に0.2％上乗せい
たします。

有利な金利がご利用いただける組合員限定商品です。
ご利用いただける時期が限定されておりますので、窓口へお問合
せください。なお、最高預入金額は、999.9万円となります。

ご子弟の学資のための定期積金です。
通常の定期積金と比べ有利な利率でご利用いただけます。
カードローン「ファイト」をご契約の方は、0.2％金利上乗せいたします。

● 給与またはボーナスからの天引により住宅資金をお積立いただけます。財形年金と合算し550万
円の非課税枠がご利用いただけます。

● 普通預金と同じ機能ですが、利息はつきません。

● 商取引代金のお支払に、便利で安全な手形・小切手をご利用いただくための預金です。

● 1,000万円以上の大口資金の運用に最適です。（単利型）

● 1冊の通帳にいつでもご自由にお預入ができる積立型の定期預金です。（ATMでのお預入もできます。）

自由

貯 蓄 預 金

当 座 預 金

無 利 息 型
普 通 預 金

自由

自由

期 日 指 定
定 期 預 金

最長3年
（据置期間1年）

1ヶ月以上
5年以内
1ヶ月以上
5年以内

1年・2年・3年・
4年・5年

自由

通 知 預 金

スーパー定期

大 口 定 期

7日以上

一 般 財 形 3年以上

1年

1年

1年

5年

1円以上
100万円以内

1円以上
350万円以内

1円以上
300万円以内

100万円以上
1,000万円未満

財 形 年 金 5年以上

財 形 住 宅 5年以上

積立定期預金

定 期 積 金

エンドレス型

ご利用いただける
お客さま 種　　類 しくみと特徴お預入

期間
お預入
金額

年 輪 ク ラ ブ
会 員 の 方

組 合 員 の 方

退 職 金
お受取りの方

年 輪 定 期
   「長　寿」        

ね ん り ん
定 期 1 0 0

り ょ う し ん
福 祉 定 期

3年・6年

3ヶ月

（毎月の積立額）
10,000円以上

1円以上
500万円以内

学 資 積 金
ま な び や

退 職 金 定 期

ス マ イ ル ５

●

●

●

●
●

●
●
●

お受取日から1年以内の退職金に限ります。
昭和28年4月2日以降にお生まれの退職金お受取ご本人さまに限ります。
通常の定期預金と比べ有利な利率でご利用いただけます。

●
●
●
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主な商品・サービスのご案内

融資業務 （個人のお客さま向け）

融資業務 （個人のお客さま向け　お取引限定商品）

融資業務 （法人・事業主のお客さま向け）

商品名 ご融資期間 ご融資額 特色・お使いみち

教 育 ロ ー ン

オートローン

医 療 資 金

アパート・ビル
　　　ローン

マイホームの購入や新築・増改築、土地購入、他金融機関住宅ローン借換
資金などにご利用いただけます。

入学金、学費など学校に納付する資金のほか、アパートの敷金、新生活
準備資金、家賃、生活費、図書費など進学関連資金全般にご利用いただ
けます。

● ご本人またはご子弟の結婚に関する諸費用にご利用いただけます。

● 結婚諸費用、葬儀費用、墓地・仏具の購入資金にご利用いただけます。

● 入院費用、出産費用などにご利用いただけます。

● お使いみちは自由です。（事業性資金は除きます。）

● お使いみちは自由です。

●

● お使いみちは自由です。

●
●
給与振込を当組指定の方限定。
お使いみちは自由です。（事業性資金は除きます。）

●

●

満50歳以上で退職金にてお借入額を一括返済できる方がご
利用いただけます。
お使いみちは自由です。
（クレジットカードでのキャッシングおよび消費者金融の借換資金は除きます。）

●
●
年齢などの条件に応じてご利用額が異なります。
お使いみちは自由で、担保・保証人は不要です。
（クレジットカードでのキャッシングおよび消費者金融の借換資金は除きます。）

自動車・オートバイ・モーターボート・農業用トラクター類の購入・修理
資金、車検費用、運転免許取得費用など自動車関連資金全般にご利用い
ただけます。

貸家・アパート・マンション・貸事業所、貸店舗の新築・増改築資金。中
古物件、敷地の購入など。また店舗併用住宅にもご利用いただけます。

35年以内

30年以内

保証会社扱いの場合
　6,000万円以内

保証人扱いの場合　
　5,000万円以内

保証会社扱いの場合
　500万円以内

保証人扱いの場合　
　1,000万円以内

保証会社扱いの場合
　　　　　15年以内
保証人扱いの場合　
　　　 10年以内

3億円以内

ブライダルローン

マ イ ホ ー ム
          ローン

メモリアルローン

10年以内

10年以内

300万円以内

10年以内 500万円以内

10年以内 500万円以内

フリーローン 30年以内 2,000万円以内

500万円以内

ご利用いただける
お客さま 商品名 ご融資額 しくみと特徴ご融資

期間

年 輪 ク ラ ブ
会 員 の 方

提 携 企 業 に
お 勤 め の 方

20年以内 500万円以内ねんりんプラン

借入金の一本化を行うためのローンです。

● 借入金の一本化を行うためのローンで、担保は不要です。

30年以内 2,000万円以内グッと楽ローン

25年以内 2,000万円以内

●
●
配偶者または扶養家族がある方限定。
お使いみちは自由です。
（本ローン借換および資金使途が明確な他行ローン・クレジット利用代金以外の旧債務返済資金は除きます。）

20年以内 300万円以内

退職金ローン

10年以内 200万円以内年 金 ロ ー ン

10年以内 300万円以内

20年以内 500万円以内

給 振 ロ ー ン

あ す な ろ
メ ン バ ー ズ
プ ラ ン

ファミリーローン
「 フ ィ ット 」

20年以内 500万円以内バックアップローン
「 リリ ー フ 」

● その他「住宅金融支援機構」「日本政策金融公庫（教育資金）」の代理貸付等もお取扱いしております。

● 手形の資金化、短期の運転資金、長期の設備資金、運転資金などにご利用いただけます。
割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越
【 ビジネスカードローン 】
　　　法人ならびに個人事業主専用の事業資金カードローン（原則、担保不要）

【 スクラム 】
　　　法人ならびに個人事業主専用の事業資金ローン（原則、担保不要）

【 特別保証制度のお取扱い 】
　　　長崎県の融資制度、各市・町の融資制度、長崎県信用保証協会制度

【 代理貸付のお取扱い 】
　　　全国信用協同組合連合会、㈱商工組合中央金庫、㈱日本政策金融公庫
　　　住宅金融支援機構、福祉医療機構

●

●

●

●
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主な商品・サービスのご案内

投資信託窓販業務
投 資 信 託 ● 株式や債券、不動産投信など、皆さまのライフプランに合わせた各種商品を取り扱っております。

個人向け国債窓販業務
固定3年・固定5年・変動10年 ● 日本国政府が発行し、個人の方のみが保有できる非常に安全性の高い金融商品です。

サービス業務
種　　　類 特色・お使いみち

● パソコン、携帯電話ご利用により、ご指定口座からの振込・振替および残高照会ができます。

● 法人・個人事業主の方がパソコンを使用し、ご指定口座からの振込・振替および残高照会、データ伝送（総
合振込・給与振込など）ができます。

● 指定時間内ご利用の場合は、全国の提携信用組合でのATM手数料が無料です。

● 大切な書類や貴金属などの財産を、火災・盗難からお守りします。

● 給与・ボーナスを安全・確実にご指定口座でお受取りいただけます。

● 各種年金・手当などを安全・確実にご指定口座でお受取りいただけます。

● 全国のゆうちょ銀行ATMでカードによるお支払・ご入金・残高照会ができます。

● 指定時間内にご利用の場合は、全国のセブンイレブン（セブン銀行）に設置されているATMでの利用手数
料が無料です。

● 電気・電話・ＮＨＫ受信料・水道・ガス料金の５大公共料金をはじめ、税金・クレジット代金などを、お持ち
の普通預金・当座預金から自動的にお支払いただけます。

● ジェイデビット加盟店で、お買物代金などのお支払を当組合のキャッシュカードにてその場で決済するこ
とができます。

● 当組合本支店（出張所）以外の全国の金融機関ATMでカードによるお支払・残高照会ができます。

インターネット・モバイルバンキング

ビジネスバンキング

キ
ャ
ッ
シ
ュ
サ
ー
ビ
ス

貸金庫・保護預り箱
給与のお受取り
年金・手当などのお受取り

各種自動お支払い

※ 主要な事業の内容につきましては、43ページに掲載しております。　※ キャッシュ・サービスの利用時間一覧は、43ページに掲載しております。

全国ネット

ゆうちょ銀行提携

セブン銀行提携

J－Debit（デビットカード取引）

しんくみお得ねっと

カードローン
商品名 ご融資期間 ご利用限度額 特色・お使いみち

ベストライフ

カードローン
　　  ゴールド

クイック
アンサー２

スーパー
カードローン
       ジャンプ

3年
（自動更新）

2年
（自動更新）

3年
（自動更新）

１年
（自動更新）

2年・3年
（自動更新）

20万円
30万円

50万円
100万円
150万円

200万円
250万円
300万円

50万円
100万円

50万円～200万円

● 年齢によりご利用限度額を４段階で設定。限度額の範囲内で何回でもご利用いただけます。
（保証会社保証）

●
●
保証会社の審査により、３段階から金利が決定します。（保証会社保証）
お使いみちはご自由で、事業資金や借換にもご利用いただけます。

●
●
お子様がおられる世帯の専用商品です。
子育てにかかる費用に幅広くご利用いただけます。

● お取引実績などに応じ、ご利用限度額が6コースに分かれています。（保証会社保証）

● 当組合住宅ローンご利用者で60歳以下の方専用商品です。（保証会社保証）

次世代育成支援カードローン
「ファイト」 50万円～300万円

10万円～500万円

保険窓販業務
種　　類 保険商品名 引受保険会社

住 宅 火 災 保 険

債 務 返 済 支 援 保 険

積 立 傷 害 保 険
年 金 払 積 立 傷 害 保 険

年 金 払 積 立 い き い き
生 活 傷 害 保 険

個 人 年 金 保 険
医 療 総 合　保　険

しんくみ安心マイホーム
しんくみ安心サポート

THE ケガの積立保険

しんくみ８大サポート「８大疾病補償付債務返済支援保険」

スーパー GPⅡ

THE みらいの積立保険

損害保険ジャパン日本興亜（株）
共栄火災海上保険（株）

損害保険ジャパン日本興亜（株）

そんぽ24損害保険（株）

損害保険ジャパン日本興亜（株）

損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険（株）

自 動 車 保 険 そんぽ２４自動車保険
終 身 医 療 保 険

無配当低解約返戻金型終身保険

終 身 保 険

医 療 保 険
限 定 告 知 医 療 保 険

新・健康のお守り
フェミニーヌｎｅｏ
新・健康のお守りハート
一生のお守り
みらい応援歌
メディカルＫｉｔＲ
終身保険
一時払逓増終身保険

東京海上日動あんしん生命保険（株）

海 外 旅 行 損 害 保 険 新・海外旅行保険off!（オフ）
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各種手数料一覧

■ 送金手数料

送金手数料
（送金小切手）

当組合内

540円432円

他行宛

※手数料については、平成27年7月1日時点の消費税込み金額です。

■ 貸金庫使用料

全自動貸金庫使用料（年間）

保護預り箱使用料（年間）
　貸金庫鍵・カード再発行手数料

　大　16,200円
　中　14,040円
小　12,960円
　5,400円

実　費

■ 取立手数料

216円

648円

1,080円

1,080円

同一手形交換所 当組合内
他行宛
他行宛
送金・振込
代金取立

隔地間

組　戻

不渡手形返却料

3．その他ローン

※「あすなろ組合員」の方でご退職に際し「全部・一部繰上返済」、
　「条件変更」となる場合は手数料不要。

無 料　
1,080円
5,400円
3,240円

全部繰上返済
一部繰上返済
条件変更
あすなろメンバーズプラン・フィットの借換

4．カードローン
1,620円カード再発行手数料

■ その他
7,560円ファームバンキング基本料（月間）

■ 預金に関する手数料
当座小切手帳（50枚綴り）
約束手形・為替手形（50枚綴り）
自己宛小切手発行手数料
残高証明書発行手数料（1通）
取引明細書発行
手数料（１口座あたり）

発行依頼日より10年以内
発行依頼日より10年超（1年あたり）
通帳 （1通）
キャッシュカード （1枚）
延長時間帯利用手数料（1回）
他行カード利用手数料（1回）

※通帳の汚損・暗証番号の失念等による再発行の手数料は540円。（ただし、汚損等通帳を持参の場合）
※キャッシュカードの破損等による再発行は手数料無料。（ただし、破損等キャッシュカードを持参の場合）

648円
864円
540円
432円
540円
540円
1,080円
1,620円
108円
108円

再発行手数料

ATM利用手数料

■ 融資に関する手数料
1．住宅ローン

※「あすなろ組合員」の方でご退職に際し「全部・一部繰上返済」、
　「条件変更」となる場合は手数料不要。

54,000円
5,400円
5,400円
21,600円
54,000円
5,400円

5,400円Ⅰ型

Ⅱ型

全部繰上返済
一部繰上返済
条件変更
マイホームローンⅡ型への変更
全部繰上返済
一部繰上返済
条件変更
金利引下手数料（変動金利）
金利引下手数料（固定金利）
固定金利の再選択

２．アパート・ビルローン、事業資金

※事業資金の当組合内での借換による全部繰上返済は手数料不要。

10,800円
10,800円
10,800円
21,600円
54,000円
10,800円
54,000円
10,800円
10,800円
21,600円
54,000円
10,800円

変動
金利

固定
金利

全部繰上返済
一部繰上返済
条件変更
金利引下手数料（変動金利）
金利引下手数料（固定金利）
固定金利への変更
全部繰上返済
一部繰上返済
条件変更
金利引下手数料（変動金利）
金利引下手数料（固定金利）
固定金利の再選択

■ でんさいサービスに関する手数料
基本手数料/月額

開示請求（提供情報・記録事項）
変更記録請求（書面）
口座間送金決済中止依頼
支払不能情報照会
特例開示請求書
残高証明書発行請求（都度発行）
でんさい割引買戻し依頼

本支店 
他　行 

無 料　
216円
540円
無 料　
2,160円
756円
3,240円
3,240円
4,320円
756円

記録請求

主な商品・サービスのご案内

利用区分 振込額 当組合内 他行宛
同一店内 電信扱い本支店内

窓 口

Ａ Ｔ Ｍ

定額自動送金

インターネット
モバイル
バンキング

組合員

一　般

5万円未満
5万円以上

108円

無料

無料

無料

無料

216円
432円

54円
108円

54円
108円

216円

108円
216円

324円
540円

108円
216円

108円
216円

432円
648円

216円
432円

216円
432円
324円
540円
216円
432円

648円
864円

378円
540円

378円
540円

5万円未満
5万円以上

5万円未満
5万円以上

5万円未満
5万円以上
5万円未満
5万円以上

5万円未満
5万円以上
5万円未満
5万円以上
5万円未満
5万円以上

組合員

一　般

組合員

一　般

組合員

一　般

■ 振込手数料

※定額自動送金は、別途１契約あたり契約手数料1,080円がかかります。

※

※両替枚数は、ご持参枚数またはお受取枚数のいずれか多い方といたします。
※実質的に両替とみなされる入出金につきましても両替手数料を適用いたします。

■ 両替手数料

両替枚数

50枚以下（１日あたり）
51～500枚
501～1,000枚
1,001枚以上

無料
216円
432円
1,080円

5．その他
無 料　
無 料　

　　無 料　
432円 
540円 
5,400円 

内諾書発行手数料
返済予定表再発行手数料
残高証明書発行手数料（住宅取得控除用）
残高証明書発行手数料（その他）
支払利息証明書発行手数料
融資予定証明書発行手数料（1部）
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諫早支店

至 

長
崎

国
道34

号
線

至 

諫
早

GS

レ
ッ
ド
キ
ャ
ベ
ツ

浜勝

至 工業団地

パ
チ
ン
コ

パ
チ
ン
コ

東長崎支店

洋服の青山

イオン

冨
永
歯
科

八
郎
川

至みなと坂

至 西泊
木鉢

公民館前

木鉢
公民館前

　木鉢
トンネル

木鉢支店

至 

神
の
島

ジ
ョ
イ
フ
ル
サ
ン

　
　
　
　木
鉢
店   

重工労組
労働会館 三菱研究所前

至 稲佐

至 神の島

水の浦

本　店
営業部

ローソン

■  店舗一覧

■  営業店所在地

店舗のご案内

店舗一覧 ATM業務※
店舗名 電話番号住　　所 平　日 年末年始GW土・日・祝日

本 部

本店営業部

木鉢支店

深堀支店

浜町支店

滑石支店

住吉支店

諫早支店

東長崎支店

095-861-4161

095-861-3724

095-864-0637

095-832-9200

095-871-3608

095-822-1881

095-857-2224

095-847-3373

0957-26-7230

095-813-9055

8:45～19:00

8:45～18:00

8:45～18:00

8:45～21:00

8:45～21:00

8:45～19:00

8:45～21:00

8:45～19:00

8:45～18:00

※1・・・三菱重工長船および三菱日立PS休業日は休止　  ※ＧＷ（ゴールデンウィーク）5/3～ 5/5　※年末年始  12/31～1/3

850-0061 長崎市水の浦町1-2

850-0061 長崎市水の浦町1-2

850-0063 長崎市飽の浦町1-1

850-0076 長崎市木鉢町2丁目210-35

851-0301 長崎市深堀町1丁目145-24フレスポ深堀

850-0853 長崎市浜町8-6

852-8061 長崎市滑石3丁目6-7

852-8135 長崎市千歳町4-7

851-0115 長崎市かき道1丁目32-12

854-0063 諫早市貝津町1728-13

※1

8:45～17:00

8:45～19:00

8:45～19:00

重工出勤日のみ稼動
8:45～18:00

8:45～17:00

8:45～17:00

8:45～17:00

8:45～17:00

8:45～19:00

店舗一覧

本 店 営 業 部
本館出張所

(平成27年7月1日現在）

諫早支店

滑石支店

至 

時
津

至 

赤
迫

至 

葉
山

消
防
署

交
番

至 

横
尾

生協
ララなめし

ド
ラ
ッ
グ

ス
ト
ア
・
セ
ガ
ミ

至 畝刈

大神宮前

滑石支店

本店営業部

東長崎支店

深堀支店

フレスポ深堀

長　　崎
記念病院

至 香焼

割　烹
たなか

深堀1丁目

深堀支店木鉢支店

住吉支店

交
番 チ

ト
セ
ピ
ア

メガネスーパー

住吉

出
口
歯
科

住吉タワー
パーキング

至 

赤
迫
昭
和
町
通
電
停

千
歳
町
電
停

至 

浦
上

住吉支店

ベスト電器

浜せんビル

吉宗

浜屋

観光通り

マクド
ナルド

浜町支店

浜町支店
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本店営業部
三菱病院出張所

三菱病院ATMコーナー

飽の浦
トンネル

飽の浦公園前
バス停

交番

三菱病院

本店営業部
JR長崎駅出張所
JR長崎駅ATMコーナー

JR九州
ホテル

アミュ
プラザ

かもめ
広　場

ロイヤル
ホスト

みどりの
窓口

長崎駅

長崎駅前

本店営業部
みらい長崎出張所

稲佐橋

梁川橋

茂里町
電停

長崎ブリックホール

銭座町
電停

GS

浦
上
川

長
崎
新
聞
社

N
C
C

至 

旭
町

至
長
崎
駅

浦
上
駅

みらい長崎
ATMコーナー

木鉢支店
福田出張所

福田出張所
ATMコーナー

マリナシティ前長崎
杉蒲

ダイレックスコンビニジョイフル

マリナシティ
エレナ

住吉支店
浜口町出張所

福田ゆたか
外科医院

トレディア
浜口

丸田三菱
グラウンド

三菱重工 長与丸田団地

長
崎

北
郵
便
局

浜口町バス停
浜
口
町
電
停

滑石支店
長与出張所

至 

茂
里
町

店舗外ATM一覧

■  店舗外ATM一覧

■  店舗外ATM所在地

店舗外ATM ATM業務※
店舗名 住　　所 平　日 年末年始GW土・日・祝日

※1・・・三菱重工長船および三菱日立PS休業日は休止　  ※ＧＷ（ゴールデンウィーク） 5/3～ 5/5　※年末年始  12/31～1/3

8:00～21:00 8:45～19:00

8:45～19:00

8:45～19:00

8:45～19:00

8:45～19:00

8:00～19:00

重工出勤日
のみ稼動
8:45～
　　17:00

8:00～21:00

8:45～21:00

8:45～21:00

8:45～21:00

8:45～21:00

8:45～18:00
※1

8:45～18:00
※1

8:45～18:00
（※休診日は休止）

長崎市飽の浦町1-73

長崎市尾上町1-1

長崎市茂里町1-55（ココウォーク1Ｆ）

長崎市大浜町1549-6

長崎市新戸町2丁目8-1

西彼杵郡長与町丸田郷8-7

長崎市川口町12-40

本 店 営 業 部
三菱病院出張所
本 店 営 業 部
JR長崎駅出張所
本 店 営 業 部
みらい長崎出張所
木 鉢 支 店
福 田 出 張 所
深 堀 支 店
戸 町 出 張 所
滑 石 支 店
長 与 出 張 所
住 吉 支 店
浜 口 町 出 張 所
深 堀 支 店
内 業 出 張 所
深 堀 支 店
外 業 出 張 所

(平成27年7月1日現在）

店舗外ATMのご案内

長崎市香焼町180（三菱重工長船 香焼内業控所）

長崎市香焼町180（三菱重工長船 香焼外業控所）

浜口町出張所
ATMコーナー

長
崎
西
洋
館

ロ
ー
ソ
ン

至 

松
山
町

長与出張所
ATMコーナー

料亭 うら川
シ
ャ
デ
ィ 

サ
ラ
ダ
館

長
与
小
学
校

長与保育園

長与川
至 時津方面

至 式見 至 飽の浦

至 長崎方面

LaLa
新戸町りょうしん

旧戸町支店
戸
町
中
学
校

深堀支店
戸町出張所

至 

女
神
大
橋

戸町出張所
ATMコーナー

戸町中学校裏
ファミリーマート

至 ダイヤランド至 長崎駅
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貸借対照表

財務諸表

（単位：千円）

    

特 別 積 立 金

（うち目的積立金）

当期未処分剰余金

（ 資 産 の 部 ）

現 金

預 け 金

買入金銭債権

有 価 証 券

貸 出 金

そ の 他 資 産

有形固定資産

無形固定資産

繰延税金資産

債務保証見返

貸 倒 引 当 金
（うち個別貸倒引当金）

資産の部合計

（ 負 債 の 部 ）

預 金 積 金

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

退職給付引当金

繰延税金負債

債 務 保 証

負債の部合計

（純資産の部）

出 資 金

利 益 剰 余 金

組合員勘定合計

その他有価証券評価差額金

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

 1,575,314

 41,026,624

－

26,991,195

5,638,873

5,499,446

13,018,908

233,300

2,600,666

47,556,122

6,674

301,028

45,711,026

1,537,393

551,923

1,871

253,100

237,494

59,457

1,244,248

725,803

403,817

－

114,627

7,114

－

7,295

△229,071

（△177,704）

118,730,767

113,218,606

487,281

49,048,041

537,517

－

61,985,086

991,482

169,198

199,618

21,231

112,194

10,064

3,045

5,398

32,220

15,464

56,775

247,695

83,665

7,295

113,813,656

2,104,096

2,104,096

2,545,222

1,330,000

1,215,222

650,000

(           －)

565,222

4,649,318

267,791

4,917,110

122,659,578 118,730,767

科　　目 科　　目平成26年度末

1,837,533

40,830,605

－

31,478,690

3,338,582

9,434,407

15,829,680

290,584

2,585,436

46,848,210

13,504

241,092

45,257,024

1,336,588

609,247

4,257

253,100

249,965

101,925

1,288,962

737,399

413,152

－

138,410

7,114

－

9,143

△249,927

（△202,178）

122,659,578

平成25年度末 平成26年度末

118,330,849

542,132

49,966,487

605,388

－

66,054,377

954,537

207,924

284,231

28,619

188,010

7,172

3,182

4,848

36,876

15,521

53,250

237,950

61,702

9,143

118,977,126

1,312,310

1,312,310

2,181,180

1,330,000

851,180

650,000

(           －)

201,180

3,493,490

188,961

3,682,452

平成25年度末

国 債

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

未 決 済 為 替 貸

全信組連出資金

未 収 収 益

そ の 他 の 資 産

建 物

土 地

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

当 座 預 金

普 通 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

定 期 預 金

定 期 積 金

そ の 他 の 預 金

未 決 済 為 替 借

未 払 費 用

給 付 補 填 備 金

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

払 戻 未 済 金

そ の 他 の 負 債

普 通 出 資 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金
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財務諸表

　当組合は、協同組合による金融事業に関す
る法律第５条の８第３項に規定する「特定信用
組合」に該当しておりません。したがって、「貸
借対照表」「損益計算書」「剰余金処分計算
書」などにつきましては、会計監査法人によら
ず当組合監事による監査を受けております。

　私は当組合の平成26年4月1日から平成
27年3月31日までの第62期の事業年度に
おける貸借対照表、損益計算書及び剰余金
処分計算書の適正性及び同書類作成に係る
内部監査の有効性を確認いたしました。

平成27年6月23日
長崎三菱信用組合

理事長

損益計算書 剰余金処分計算書

■  法定監査の状況

■  代表理事による確認

（単位：千円）（単位：千円）

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益

特 別 損 失

税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰越金（当期首残高）
当期未処分剰余金

利 益 準 備 金
特 別 積 立 金
出資に対する配当金

資 金 運 用 収 益

役務取引等収益

その他業務収益

その他経常収益

資 金 調 達 費 用

役務取引等費用

その他業務費用

経 費

その他経常費用

固定資産処分益
その他の特別利益

固定資産処分損
減 損 損 失
その他の特別損失

1,948,077
1,401,702
1,008,327
132,034
250,736
10,604
87,614
21,842
65,772
367,862
241,171
50,418

̶
76,272
90,897
17,800
2,934
68,606
1,555

1,547,248
91,457
86,532
4,925
̶

180,111
27,634
152,476
12,759
10,390
2,056
̶

313
1,259,442
700,349
544,001
15,091
3,478
̶  
̶  
̶  
̶  
̶

3,478
400,828

̶
̶
̶

1,959
1,959
̶
̶

398,868
16,533
△8,088
8,445

390,423
174,799
565,222

565,222
289,821
60,000
200,000
29,821

（年 2%の割合）

275,401

当期未処分剰余金
剰 余 金 処 分 額

繰越金（当期末残高）

科　　　目 平成26年度 科　　　目 平成26年度

1,790,528
1,465,926
1,065,378
149,353
240,585
10,608
85,008
21,230
63,777
176,869
126,141

̶
̶

50,728
62,724
46,055
3,144
10,141
3,381

1,611,815
123,008
119,005
4,002
̶

174,622
24,707
149,914
1,114
̶

397
̶

717
1,310,159
707,459
584,842
17,857
2,911
̶  
̶  
̶  
̶  
̶

2,911
178,713

̶
̶
̶

45,344
5,864
17,971
21,507
133,368
8,305

△10,332
△2,026
135,395
65,784
201,180

201,180
26,381

̶
̶

26,381
（年 2%の割合）

174,799

平成25年度 平成25年度

貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

受入為替手数料
その他の役務収益

国債等債券売却益
国債等債券償還益
金融派生商品収益
その他の業務収益

貸倒引当金戻入益
償却債権取立益
株 式 等 売 却 益
その他の経常収益

預 金 利 息
給付補填備金繰入額
その他の支払利息

支払為替手数料
その他の役務費用

国債等債券売却損
国債等債券償還損
国債等債券償却
その他の業務費用

人 件 費
物 件 費
税 金

貸倒引当金繰入額
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却
その他資産償却
その他の経常費用
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財務諸表
【貸借対照表注記】

 １． 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記
　 　 については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
 ２． 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償
　  却原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度末
　  の市場価格等に基づく時価法､時価を把握することが困難と認められる
　  ものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行ってお
　  ります。なお、その他有価証券の評価差額については､全部純資産直入
　　 法により処理しております。
 ３． デリバティブ取引の評価は､時価法により行っております。
 ４． 有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。また、主な耐用
　  年数は次のとおりであります。
    建　物　　　３～４７年
    動　産　　　３～２０年　　　　　
 ５． 貸倒引当金は、予め定めている償却･引当基準に則り、次のとおり計上し
　  ております。
　  ｢銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監
　  査に関する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報
　  告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権につ
　  いては、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実
　  績から算出した貸倒実績率等に基づき引当てております。破綻懸念先債
　  権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保
　  証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引
　  当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権につい
　  ては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
　  を控除した残額を引当てております。
  全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下
　  に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の
　  引当てを行っております。
 ６． 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する
　  賞与の支給見込額のうち､当事業年度に帰属する額を計上しております。
 ７． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、事業年度末におけ
　  る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しており
　  ます。
  なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制
　  度（総合型厚生年金基金）を採用しております。当該企業年金制度に関す
　  る事項は次のとおりです。
  （1）制度全体の積立状況に関する事項（平成26年3月31日現在）
 　　  年金資産の額 336,481百万円
 　　  年金財政計算上の給付債務の額 323,166百万円
 　　  差引額  13,315百万円
  （2）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
 　　  （平成25年4月分～平成26年3月分） 0.610％
  （3）補足説明
   上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残
　   高29,865百万円（及び別途積立金43,180百万円）であります。
   本制度における過去勤務債務の償却方法は期間18年の元利均等償
　   却であり、当組合は当期の計算書類上、特別掛金12百万円を費用処
　   理しています。
   なお、（特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の
　   標準給与の額に乗じることで算定されるため）上記（2）の割合は当組
　   合の実際の負担割合とは一致しません。
 ８． 消費税および地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
 ９． 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額
     80百万円
 10． 子会社の株式総額 10百万円
 11． 子会社に対する金銭債務総額 12百万円
 12． 有形固定資産の減価償却累計額 756百万円
 13． 貸出金のうち、破綻先債権額は5百万円、延滞債権額は426百万円であ
　  ります。
  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続して
　  いることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がな
　  いものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を
　  除く。以下｢未収利息不計上貸出金｣という。）のうち、法人税法施行令（昭
　  和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由　 
  又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
  また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び
　  債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予し
　  た貸出金以外の貸出金であります。
14．貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は6百万円であります。
  なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌 
  日から３か月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当
　  しないものであります。
 15． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は159百万円であります。
  なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを 
  目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄　 
  その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞
　  債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものであります。
 16． 破綻先債権額、延滞債権額、3か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和
　  債権額の合計額は596百万円であります。

  なお、13．から16．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり
　  ます。
 17． 担保に提供している資産は、次のとおりであります。
   担保提供している資産　預け金　 2,500百万円
   担保資産に対応する債務 ─　百万円
 18． 出資1口当たりの純資産額 2,336円 92銭
 19． 金融商品の状況に関する事項
  （1）金融商品に対する取組方針
   当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務
　   を行っております。
   このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び
　   負債の総合的管理（ALM）をしております。
  （2）金融商品の内容及びそのリスク
   当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対す 
   る貸出金です。
   また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目 
  　 的、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。
   これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場
　   価格の変動リスクに晒されております。
   一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに
　   晒されております。
  （3）金融商品に係るリスク管理体制
   ①信用リスクの管理
   　当組合は、信用リスク管理規程及び信用リスクに関する諸規程に
　   　従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信　 
   　用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理
　   　に関する体制を整備し運営しております。
   　これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、
　   　定期的に開催される融資案件情報連絡会や理事会への報告を
　   　行っております。
   　さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしておりま
　   　す。有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウン
　   　ターパーティーリスクに関しては、資金運用部において、信用情報　 
   　や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
   ②市場リスクの管理
   (ⅰ)金利リスクの管理
   　 当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
   　 市場リスク管理規程及び要領において、リスク管理方法や手続等
　   　 の詳細を明記しており、ALM委員会において決定されたALMに
　   　 関する方針に基づき、ALM委員会及び統合的リスク管理委員会
　   　 において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行ってい
　   　 ます。
   　 日常的には資金運用部において金融資産及び負債の金利や期間
　   　 を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニ
　   　 タリングを行い、月次ベースでALM委員会に報告しております。
   (ⅱ)為替リスクの管理
   　 当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理して
　   　 おります。
   (ⅲ)価格変動リスクの管理
   　 有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用委員
　   　 会の方針に基づき、理事会の監督の下、資金運用規程に従い行わ
　   　 れております。
   　 このうち、資金運用部では、市場運用商品の購入を行っており、事
　   　 前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じ
　   　 て、価格変動リスクの軽減を図っております。
　   　 これらの情報は資金運用部を通じ、ALM委員会において定期的
　   　 に報告されております。
   (ⅳ)市場リスクに係る定量的情報
   　 当組合では金融資産及び金融負債についての市場リスク量をVaR
　   　 により月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額範囲内と
　   　 なるように管理しております。
   　 当組合のVaRは貸出金、預金積金、預け金に関してはモンテカル
　   　 ロ法（保有期間　貸出金・預金積金は6ヶ月、預け金は1ヶ月、信 
   　 頼区間99％、観測期間1年）有価証券に関しては分散共分散法
　   　 (保有期間　仕組債は6ヶ月、仕組債以外は3ヶ月、信頼区間　 
   　 99％、観測期間1年)により算出しており平成27年3月31日現　 
   　 在で当組合の市場リスク量は、全体で519百万円です。
   　 ただしVaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定
　   　 の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられ
　   　 ないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できな
　   　 い場合があります。
   ③資金調達に係る流動性リスクの管理
    　 当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達
　   　 手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整な
　   　 どによって、流動性リスクを管理しております。
  （4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
   金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
　 　  い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額
　   の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前

（注）
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財務諸表

　　　　
子会社・子法人等株式（＊）
非上場株式（＊）
　　　　　 合 計

貸借対照表計上額区 分
10
1
11

1年以内

合　計

1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

貸借対照表
計　上　額 時　価 差　額

（1）　預け金
（2）　有価証券
　　　　満期保有目的の債券
　　　　その他有価証券
（3）　貸出金
　　　　貸倒引当金（＊2）

　　　　　金融資産計
（1）　預金積金
　　　　　金融負債計　　　

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

貸借対照表計上額取得原価

26,609 26,979 369 402 32

評価差額 うち益 うち損

（単位：百万円）

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

41,026

－
26,979
47,556
△ 229
47,327
115,333
113,218
113,218

41,171

－
26,979

49,104
117,256
113,287
113,287

145

－
－

1,777
1,922
68
68

3,269
－

662
－

2,606
－

3,269

10,378
400
2,317

－
7,659
1,372

11,750

9,366
5,238
1,896

－
2,231
533

9,900

1,143
－

621
－

521
－

1,143

債 　 券

そ の 他

　  提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
  なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金については、簡便な計
　　 算により算出した時価に代わる金額を開示しております。
 20． 金融商品の時価等に関する事項
  平成27年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
　  は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認
　  められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
  また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

  （＊1）預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出し
　     た時価に代わる金額」を記載しております。
  （＊2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除し
　     ております。
 　（注１）金融商品の時価等の算定方法
  金融資産
  （1）預け金
   満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していること
　　  から、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金につい
　　  ては、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を
　　  時価とみなしております。
  （2）有価証券
   株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提
　　  示された価格によっております。投資信託は、公表されている基準価
　　  格によっております。
  （3）貸出金
   貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒
　　  引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出
　　  結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額として記載して
　　 おります。
   ① ６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難
　　  　 な債権については、その貸借対照表の貸出金勘定に計上している
　　  　 額（貸倒引当金控除前の額）。
   ② ①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利
　　  　 金の合計額を市場金利（LIBOR、SWAP等）で割り引いた価額を
　　  　 時価とみなしております。
　金融負債
  （1）預金積金
   要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿
　　  価）を時価とみなしております。定期預金の時価は、一定の金額帯お
　　  よび期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額
　　  を市場金利（LIBOR、SWAP等）で割り引いた価額を時価とみなして
　　  おります。
 　（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとお
　　  りであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

  （＊）子会社・子法人等株式、及び非上場株式については、市場価格がな
　　  く、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開
　　  示の対象とはしておりません。
 21． 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
  （1）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
  （2）満期保有有価証券に区分した有価証券はありません。
  （3）子会社株式で時価のあるものはありません。
  （4）その他有価証券で時価のあるもの

 22． 当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
 23． 当期中に売却したその他有価証券は8,310百万円であります。
   売却益309百万円、売却損10百万円。

24． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎
　　 の償還予定額は次のとおりであります。

 25． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞ
　　 れ以下のとおりであります。
  　繰延税金資産
   貸倒引当金損金算入限度超過額 15百万円
   退職給付引当金損金算入限度超過額 68百万円
   減価償却損金算入限度超過額 29百万円
   課税所得の繰越欠損金 371百万円
   その他  　　　22百万円
  　繰延税金資産小計 508百万円
  　評価性引当額 △ 　489百万円
  　繰延税金資産合計 　　　18百万円
  　繰延税金負債
  　　その他有価証券評価差額金 　　102百万円
  　繰延税金負債合計 　　102百万円
  　繰延税金資産の純額 △  　83百万円

【損益計算書注記】

 １． 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記
　　 については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
 ２． 子会社との取引による収益総額 － 百万円
  子会社との取引による費用総額 55百万円
 ３． 出資１口当たりの当期純利益 260円27銭
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■  資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高等

う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券

う ち 預 金 積 金
う ち 譲 渡 性 預 金
う ち 借 用 金

資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

役務取引等収益
役務取引等費用

その他業務収益
その他業務費用

う ち 定 期 預 金
う ち 定 期 積 金

資 金 運 用 勘 定

資 金 調 達 勘 定

流 動 性 預 金
定 期 性 預 金

そ の 他 の 預 金
小　　　　計

譲 渡 性 預 金
合　　　　計

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 業 務 収 支

業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率

資 金 運 用 利 回 り
資 金 調 達 原 価 率
総 資 金 利 鞘

総 資 産 経 常 利 益 率
総資産当期純利益率

受 取 利 息 の 増 減
支 払 利 息 の 増 減

国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 償 還 益
金 融 派 生 商 品 収 益
そ の 他 の 業 務 収 益
その他業務収益合計

120,496
46,265
45,551
28,426
119,811
119,810

̶
̶

1,342,918
1,465,926
123,008
△89,614
85,008
174,622
175,754
176,869
1,114

1,429,059
1.18%

1,310,245
1,401,702
91,457
△92,496
87,614
180,111
355,102
367,862
12,759

1,572,851
1.34%

1.21
1.19
0.02

0.14
0.10

0.33
0.32

1.19
1.16
0.03

△101,368
△43,108

△64,223
△31,550

126,141
̶
̶

50,728
176,869

51,114
67,008
66,054
954
207

118,330
－

118,330

50,720
68,895
67,955
939
195

119,810
－

119,810

43.1
56.6
55.8
0.8
0.1

100.0
－

100.0

42.3
57.5
56.7
0.7
0.1

100.0
－

100.0

50,072
62,976
61,985
991
169

113,218
－

113,218

44.2
55.6
54.7
0.8
0.1

100.0
－

100.0

50,696
65,180
64,204
976
185

116,062
－

116,062

43.6
56.1
55.3
0.8
0.1

100.0
－

100.0

241,171
50,418

̶
76,272

367,862

1.21
2.30
0.32
0.84
0.10
0.10
̶
̶

1,465,926
1,065,378
149,353
240,585
123,008
123,008

̶
̶

117,240
46,963
42,477
27,546
116,063
116,062

̶
̶

1.19
2.14
0.31
0.91
0.07
0.07
̶
̶

1,401,702
1,008,327
132,034
250,736
91,457
91,457

̶
̶

■  預金科目別残高・平均残高

■  業務粗利益 ■  受取利息及び支払利息の増減

■  その他業務収益の内訳

■  総資金利鞘等 ■  利益率

（注） 業務粗利益率 = 

（注）1．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
2．定期性預金＝定期預金＋定期積金
3．その他の預金＝別段預金＋納税準備預金

資金運用勘定計平均残高
業務粗利益

×100

（注） 総資産経常（当期純）利益率 =  

総資産（除く債務保証見返）平均残高
経常（当期純）利益

×100

科　　　目 平成25年度
平均残高 利　息 利回り 平均残高 利　息 利回り

平成26年度

区　　　分 平成25年度
期末残高 構成比 平均残高 構成比 期末残高 構成比 平均残高 構成比

平成26年度

平成25年度区　　分 平成26年度

平成25年度項　　目 平成26年度 平成25年度項　　目 平成26年度

平成25年度項　　目 平成26年度

平成25年度項　　目 平成26年度

（単位：平均残高、百万円／利息、千円／利回り、％）

（単位：残高、百万円／比率、％）

（単位：千円）

（単位：％） （単位：％）

（単位：千円）

（単位：千円）

主要な業務の状況を示す指標

預金に関する指標

事業年度における経営指標
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預金に関する指標

事業年度における経営指標

3.2
0.3
0.8
̶
0.0
0.6
1.7
0.4
0.1
1.9
1.4
0.2
11.2
3.2
85.4
100.0

一般法人
金融機関
公 　 金

３ ヶ 月 未 満
３ヶ月以上６ヶ月未満
６ヶ月 以 上１年 未 満
１ 年 以 上 ２ 年 未 満
２ 年 以 上 ３ 年 未 満
３ 年 以 上

合　　計

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
　合  計　

個 人
法 人

合　　計

2,229 2,221

112,028
6,302
5,814
37
451

118,330

451
651
1,169
45,739
2,313
15,727
66,054

451
719
1,199
41,060
3,245
15,307
61,985

94.6
5.3
4.9
0.0
0.3

100.0

106,963
6,255
5,798
22
435

113,218

94.4
5.5
5.1
0.0
0.3

100.0

■  期間別定期預金残高

財 形 貯 蓄 残 高

■  財形貯蓄残高

39.59
38.61

42.00
40.46

期 末 値
期 中 平 均 値

■  預貸率

■  預金者別残高

13
241

45,257
1,336

46,848

11
418

44,460
1,374

46,265

6
301

45,711
1,537

47,556

16
297

45,191
1,456

46,963

■  貸出金科目別残高・平均残高

■  貸出金業種別残高・構成比

198
0
̶

35,963
127

36,288
1,923
2,043
6,591

46,848

200
0
̶

36,330
117

36,649
2,038
2,328
6,539

47,556

7,305
39,542
46,848

7,652
39,903
47,556

̶
̶
̶
8
̶
8
0
0
̶
9

̶
̶
̶
7
̶
7
0
0
̶
7

2.7
0.3
0.8
0.0
0.0
0.7
1.3
0.6
0.1
2.2
0.8
0.2
10.2
3.7
85.9
100.0

1,564
165
408
̶
2

331
843
226
53
946
683
116

5,341
1,559
40,654
47,556

■  貸出金・債務保証見返の担保別残高

当組合預金積金
有 価 証 券
動 　 　 産
不 動 産
そ の 他
小  計

信用保証協会・信用保険
保 証
信 用
合 　計

固 定 金 利
変 動 金 利
合 　計

製 造 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不 動 産 業
飲 食 業
医療、福祉
その他のサービス
その他の産業
小  計

地方公共団体
個 人
合 　計

■  金利区分別貸出金残高

66,054
̶

66,054

61,985
̶

61,985

固 定 金 利
変 動 金 利
合 　計

■  金利区分別定期預金残高

（注） 預貸率 = 
預金積金＋譲渡性預金

貸出金
×100

残　高 構成比 残　高 構成比
平成25年度末 平成26年度末期間・期別

（単位：百万円）

平成25年度末科　　目 平成26年度末
（単位：百万円）

平成25年度項　　目 平成26年度
（単位：％）

平成25年度末区　分 平成26年度末
（単位：残高、百万円／比率、％）

期末残高 平均残高 期末残高 平均残高
平成25年度区　分 平成26年度

（単位：百万円）

残　高 構成比 残　高 構成比
平成25年度末区　分 平成26年度末

（単位：残高、百万円／比率、％）

平成25年度末 平成26年度末 平成25年度末 平成26年度末
貸出金種　類 債務保証見返

（単位：百万円）

平成25年度末区　分 平成26年度末
（単位：百万円）

貸出金等に関する指標

平成25年度末区　分 平成26年度末
（単位：百万円）

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しておりますが、
該当のない業種につきましては、記載を省略しております。

1,303
156
391
1
3

341
655
318
50

1,039
421
137

4,821
1,756
40,270
46,848
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－ －貸 出 金 償 却 額

運転資金
設備資金
合　　計

8,975
37,873
46,848

19.1
80.8
100.0

8,992
38,563
47,556

18.9
81.0
100.0

■  使途別貸出金残高

消費者ローン
住 宅ローン
合　　計

6,538
31,100
37,639

17.3
82.6
100.0

6,340
31,758
38,099

16.6
83.3
100.0

■  消費者ローン・住宅ローン残高

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
合　　計

47
202
249

△4
△50
 △54

51
177
229

3
△24
 △20

■  貸倒引当金の期末残高及び増減額 ■  貸出金償却額
平成25年度項　　目 平成26年度

残　高 構成比 残　高 構成比
平成25年度末区　分 平成26年度末

（単位：残高、百万円／比率、％）

残　高 構成比 残　高 構成比
平成25年度末区　分 平成26年度末

（単位：残高、百万円／比率、％）

期末残高 増減額 期末残高 増減額
平成25年度末項　目 平成26年度末

（単位：百万円） （単位：百万円）

貸出金等に関する指標

貸出資産に関する指標

受 入 為 替 手 数 料
その他の受入手数料
その他の役務取引等収益

支 払 為 替 手 数 料
その他の支払手数料
その他の役務取引等費用

報 酬 給 料 手 当
賞与引当金純繰入額
退 職 給 付 費 用
社 会 保 険 料 等

事 務 費
固 定 資 産 費
事 業 費
人 事 厚 生 費
預 金 保 険 料
固 定 資 産 償 却

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

人 件 費

物 件 費

税 金
合　　　　計

85,008
21,230
63,777

－
174,622
24,707
25,243
124,670

87,614
21,842
65,772

－
180,111
27,634
26,662
125,813

707,459
573,358
△8,962
20,479
122,584
584,842
235,186
135,368
31,523
7,593
81,496
93,674
17,857

1,310,159

700,349
599,725
3,525
18,483
118,615
544,001
218,472
114,349
29,881
7,354
81,773
92,170
15,091

1,259,442

■  役務取引の状況

常勤役職員１人当たりの預金残高
１店舗当たりの預金残高
常勤役職員１人当たりの貸出金残高
１店舗当たりの貸出金残高

931
9,102
368
3,603

920
12,579
386
5,284

■  常勤役職員１人当たり及び
　　 １店舗当たりの預金・貸出金

全国信用協同組合連合会
日 本 政 策 金 融 公 庫
住 宅 金 融 支 援 機 構
福 祉 医 療 機 構

合　　　　計

8
5

1,528
44

1,586

7
1

1,334
40

1,383

■  代理貸付残高の内訳

■  経費の内訳
平成25年度項　　目

項　　目

項　　目平成26年度
（単位：千円）

平成25年度末 平成26年度末
（単位：百万円）

区　　分 平成25年度末 平成26年度末
（単位：百万円）

平成25年度 平成26年度
（単位：千円）

その他の経営指標

国 債
投 資 信 託

189
31

83
127

■  公共債等窓販実績
項　　目 平成25年度 平成26年度

（単位：百万円）
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破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

３ヶ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合　　　　計

26
5

424
426
6
6

235
159
693
596

8
1

240
250
－
0

139
78
388
331

18
2

183
175
－
－
－
－

202
177

100.00%
76.33%
100.00％
100.00％

－
3.69%
58.97%
49.20%
85.18％
85.24％

■  リスク管理債権及び同債権に対する保全額

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

不 良 債 権 計

正 常 債 権

合　　　　計

121
94
330
336
241
165
693
596

46,238
47,037
46,931
47,634

86
76
163
176
139
78
388
330

34
17
167
160
13
11
215
189

121
93
330
336
152
89
603
520

100.00％
98.69％
100.00％
100.00％
62.92％
54.26％
87.07％
87.11％

100.00％
93.22％
100.00％
100.00％
12.77％
13.04％
70.60％
71.07％

■  金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額

区　　分 残　　高
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
［（B）＋（C）］/（A）

（C）/［（A）－（B）］

平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度

（単位：百万円）

区　　分 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率 貸倒引当金引当率
（D）/（A）

保全額
（D）＝（B）＋（C）

平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度

（単位：百万円）

【金融再生法上の開示債権とリスク管理債権との相違点について】

◇開示対象債権の範囲
リスク管理債権の対象債権が貸出金のみであるのに対し、金融再生法上の開示対象債権は、貸出金、外国為替、未収利息、仮払金
および債務保証見返（ただし、要管理債権は貸出金のみ）です。

◇開示額の集計単位
破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権・・・・・1債務者毎
要管理債権・・・・・貸出金1本毎

資産の健全性の状況

（注）1.

2.

3.
4.

5.
6.

7.
8.

「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして
未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号の①会社
更生法又は、金融機関等の更正手続の特例等に関する法律の規定による更正手続開始の申立てがあった債務者 ②民事再生法の規定による再生手続開始の申
立てがあった債務者 ③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者 ④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者 ⑤手形交換
所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。
「延滞債権」とは、上記１．および債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収利息不
計上貸出金です。
「３ヶ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している貸出金（上記１．および２．を除く）です。
「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金（上記１．～３．を除く）です。
「担保・保証等（Ｂ）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額、および保証による回収が可能と認められる額です。
「貸倒引当金（Ｃ）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含ま
れておりません。
「保全率[（Ｂ+Ｃ）]／（Ａ）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。
これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損
失となるものではありません。

（注） 
　

1.

2.

3.
4.

5.
6.

資産の査定は「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成１０年法律第１３２号）第６条に基づき、貸借対照表の貸出金および外国為替、その他資産中の
未収利息、および仮払金並びに債務保証見返の各勘定について債務者の財政状態、および経営成績等を基礎として次のとおり区分するものであります。

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権
およびこれらに準ずる債権です。
「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態に至ってはいないが、財政状態、および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りができ
ない可能性の高い債権です。
「要管理債権」とは「３ヶ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。
「正常債権」とは、債務者の財政状態、および経営成績に特に問題がない債権で「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権
です。
「担保・保証等（Ｂ）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
「貸倒引当金（Ｃ）」は「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

事業年度における経営指標
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社 債
そ の 他
合　　計

株 式
債 券
そ の 他
合　　計

■  有価証券の時価情報
〔満期保有目的の債券で時価のあるもの〕

200
－

200

200
－

200

0
－
0

0
－
0

－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

〔その他の有価証券で時価のあるもの〕

299
28,161
2,545

31,006

279
28,402
2,585

31,267

△20
241
39
260

－
256
58
314

20
15
18
53

218
23,829
2,562

26,609

221
24,157
2,600

26,979

3
327
38
369

8
332
61
402

4
4
23
32

国 債
地 方 債
短期社債
社 債
株 式
外国証券
その他の証券
合　　計

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

株 式

外国証券

その他の証券

期 末 値
期 中 平 均 値3,338

9,434
̶

15,829
290
1,592
993

31,478

3,288
7,755
̶

14,922
159
1,479
820

28,426

5,638
5,499
̶

13,018
233
1,415
1,184

26,991

4,330
6,823
̶

13,557
281
1,544
1,009

27,546

26.60
23.72

23.83
23.73

■  有価証券種類別残高及び平均残高 ■  預証率

平成25年度
平成26年度

31,478
26,991

31,479
26,991

0
̶

■  有価証券の取得価格または契約価格、時価及び評価損益

499
̶

617
662
̶
̶

1,001
2,606

̶
̶

100
̶
̶
̶

̶
̶

1,286
1,279

̶
̶

4,026
4,731

̶
̶

705
904
̶
̶

̶
400
1,810
1,038

̶
̶

4,120
2,928

̶
̶

299
99
407
368

̶
526
1,242
1,221

̶
̶

3,135
1,213

̶
̶
̶

206
̶
̶

2,838
4,711
2,155
675
̶
̶

3,046
1,018

̶
̶

308
205
103
121

̶
̶

2,321
621
̶
̶

498
521
̶
̶

178
̶
̶
̶

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

290
233
̶
̶

482
694

3,338
5,638
9,434
5,499

̶
̶

15,829
13,018
290
233
1,592
1,415
993

1,184

■  有価証券の残存期間別残高

（注） 預証率 = 
預金積金＋譲渡性預金

有価証券
×100

平成25年度
貸借対照表
計　上　額 時　価 評価差額

うち益 うち損
貸借対照表
計　上　額 時　価 評価差額

うち益 うち損

（単位：百万円）

平成25年度
貸借対照表
計　上　額取得原価 取得原価評価差額

うち益 うち損
貸借対照表
計　上　額 評価差額

うち益 うち損

平成26年度

平成26年度

（単位：百万円）

区　分 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超

期間の定め
のないもの 合　　計期間

期別

（単位：百万円）

期末残高 平均残高 期末残高 平均残高
平成25年度区　分 平成26年度

（単位：百万円）

平成25年度項　　目 平成26年度
（単位：％）

年度 取得価格または契約価格 時価 評価損益
（単位：百万円）

有価証券の「時価」は、上場有価証券については決算日時価、非上場有価証券については価
格等の算定が可能なもの（店頭売買有価証券については証券業協会が公表する売買価格な
ど、公募債券については証券業協会が公表する公社債店頭気配表に掲載されている銘柄の
利回りに基づいて計算した価格、証券投資信託の受益証券については基準価格）については
時価相当額、その他のものは帳簿価格です。

（注）

平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度
平成25年度
平成26年度

有価証券に関する指標
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用語の解説

1.

2.

3.

4.

5.

　6.

7.

　　

自己資本調達手段の概要
　当組合の自己資本につきましては、地域のお客さまによる
出資金にて調達しております。
 ・発行主体 ： 長崎三菱信用組合
 ・資本調達手段の種類 ： 普通出資
 ・コア資本に係る基礎項目に算入された額 ： 2,104百万円
自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当組合は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行
うことにより自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性を
十分保っていると評価しております。なお、将来の自己資本
の充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づい
た業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上
げを第一義的な施策として考えております。
信用リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針および手続きの概要
 信用リスクの計量的把握に努めるとともに、経済変動や
　 業務の盛衰に耐え得る健全な与信内容を維持し、収益
　 性の高い与信ポートフォリオを実現しております。
 信用コストである貸倒引当金は「自己査定基準」および
　　「償却・引当基準」に基づき、自己査定における債務者
　 区分ごとに算定するとともに、その結果については監事
　 の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。
（2）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
 リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下
　 の4つの機関を採用しています。なおエクスポージャー
　 の種類ごとに適格格付機関の使分けは行っていません。
  ・JCR   ・R＆I 　・MDS　・S＆P
信用リスク削減手法に関する管理方針および手続きの概要
　信用リスク削減手法として使用する、当組合が扱う主要な
担保は、預金積金のみであり、担保に関する手続きについて
は、組合が定める「融資基準」や「融資事務取扱要領」などに
より、適切な事務取扱い並びに適正な評価・管理を行ってお
ります。
オペレーショナル・リスクに関する事項
（1）リスク管理方針および手続きの概要
 当組合では、オペレーショナル・リスクを「内部プロセス・
　 人・システムが不適切であることもしくは機能しないこ
　 と、または外生的事象が生起することから当組合に生じ
　 る損失にかかるリスク」と考えています。当組合はオペ
　 レーショナル・リスクについて事務リスク、システムリス
　 ク、法務リスク、風評リスク、人事・労務リスク、有形資　 
 産リスクの各リスクを含む幅広いリスクと考え、管理体
　 制や管理方法に関するリスク管理の基本方針をそれぞ
　 れのリスクについて定め、確実にリスクを認識し、評価
　 しております。
 リスクの計測に関しましては、当面、基礎的手法を採用
　 することとし、態勢を整備しております。また、これらリ
　 スクに関しましては、統合的リスク管理委員会において
　

　 協議・検討するとともに、必要に応じて経営陣による、
　 理事会等において、報告する態勢を整備しております。
（2）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法
　 の名称
 当組合は基礎的手法を採用しております。
銀行勘定における出資その他これに類するエクスポー
ジャー又は、株式等エクスポージャーに関するリスク管理の
方針および手続きの概要
　上場優先出資証券、株式関連投資信託にかかるリスクの
認識については、時価評価等によるリスク計測によって把握
するとともに、当組合の抱える市場リスクの状況等を定期的
にALM委員会へ報告しています。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当組合が定
める「計算事務取扱規定」および日本公認会計士協会の「金
融商品に関する実務指針」に従った、適正な処理を行ってい
ます。
銀行勘定における金利リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針および手続の概要　
 金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価
　 値の変動や、将来の収益性に対する影響を指しますが、
　 当組合においては、双方ともに定期的な評価・計測を行
　 い、適宜、対応を講じる態勢としております。
 具体的には、一定の金利ショックを想定した場合の銀行
　 勘定の金利リスク（BPV)の計測や金利更改を勘案した
　 期間収益シミュレーションによる収益への影響度等を
　 定期的に計測し、ALM委員会で協議検討を行うなど、 
 資産・負債の最適化に向けたリスク･コントロールに努め
　 ております。　
（2）内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定
　  手法の概要
 金利リスク算定の前提は、以下の定義に基づいて算定し
　 ております。
  ・計測手法 ：ラダー計算方式（その他計算方式）
  ・コア預金
  　対象 ： 流動性預金全般（当座・普通・貯蓄等）
  　算定方法 ： ①過去5年間の最低残高
    ②過去5年間の最大年間流出量を
    　現残高から差引いた残高
    ③現残高の50％相当額
    　以上3つのうち最小の額を上限
  　満期 ：5年以内（平均2.5年）
  ・金利感応資産・負債
   ：預貸金、外国為替取引、有価証券、
    預け金、その他の金利・期間を有する　 
    資産・負債
  ・金利ショック幅 ：99％タイル又は1％タイル値
  ・リスク計測の頻度 ：毎月(前月末基準）

用　　　語
リスク・ウェイト

適格格付機関

エクスポージャー

信用リスク削減手法

基礎的手法

金利リスク

金利ショック

BPV

コア預金

パーセントタイル値

リスク・アセット

ソブリン

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業者

所要自己資本額

三月以上延滞エクスポージャー

債権の危険度を表す指標。自己資本比率規制で総資産を算出する際に、保有資産ごとに分類して用いる。

金融機関がリスクを算出するに当たって用いることができる、金融庁長官が適格性の基準に照らして適格と認めた、格付を付与する格付機関のこと。

リスクに晒されている資産のことを指しており、具体的には貸出金などの与信取引と有価証券などの投資資産が該当。

信用リスクを軽減するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保、保証などを貸出金と相殺することをいう。

オペレーショナル・リスクにおけるリスク・アセットの算出方法の一つ。1年間の粗利益×15％の直近３年間の平均値÷8％により算出。

市場における一般的な金利水準の変動に伴って当該金融資産の価値が変動するリスクのことをいう。

金利の変化(衝撃)のことで、上下200ベーシス・ポイントの平行移動や99パーセントタイル値と1パーセントタイル値といった算出方法がある。

Basis Point Value(ベーシス・ポイント・バリュー )、金利リスクの指標の１つで、全ての期間の金利が1ベーシス・ポイント(0.01％)変化した場合に
おける現在価値の変化額を表す。

明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される預金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する預金のこと。

過去の金利変動(5年間)を元に算出された金利変動幅で、計測値を順番に並べたうちのパーセント目の値。99パーセントタイル値は99パーセント目の値。

リスクを有する資産（貸出金や有価証券など）を、リスクの大きさに応じて掛目（リスク・ウェイト）を乗じ、再評価した資産金額。

中央政府、中央銀行、地方公共団体、政府関係機関、その他中央政府以外の公共部門などを指す。

自己資本比率算出においては、代表的なものとして、住宅ローンの中で抵当権が第１順位かつ担保評価額が十分に満たされているものを指す。

不動産の取得又は運用を目的とした事業者。

各々のリスク・アセット×４％（自己資本比率規制における国内基準）。

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャー

解　　　　　説

自己資本の充実の状況
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（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同
組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示
第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。

単体における事業年度の開示事項

平成25年度項　　目 経過措置による不算入額

自己資本の充実の状況

うち、出資金及び資本剰余金の額

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額　

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

コア資本に係る基礎項目の額　　　　　 （イ）

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

コア資本に係る基礎項目　　（１）

コア資本に係る調整項目　　（２）

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、コア資
本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額の
うち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額（△）

うち、上記以外に該当するものの額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

うち、のれんに係るものの額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

適格引当金不足額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10％基準超過額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）

うち、前払年金費用

うち、繰延税金資産

うち、上記以外に該当するものの額

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

特定項目に係る15％基準超過額

コア資本に係る調整項目の額　　　　　 （ロ）

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

自己資本の額　　（（イ）－（ロ））　　　　（ハ）

信用リスク・アセットの額の合計額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額　　　　　（ニ）

自己資本比率
自己資本比率　　（（ハ）／（ニ））

自己資本

リスク・アセット等　（３）

3,467
1,312
2,181
26
─
47
47
─
─

─

─

3,514

─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
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△1,494
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─
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平成26年度 経過措置による不算入額

（単位：百万円）

4,619
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■  自己資本の構成に関する事項
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貸出金、コミットメン
ト及びその他のデリ
バティブ以外のオフ
・バランス取引

有価証券 デリバティブ取引

三月以上
延滞エクス
ポージャー

■  信用リスクに関する事項

信用リスクエクスポージャー期末残高
エクスポージャー区分

業種区分
期間区分 平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度

イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高《業種別及び残存期間別》 （単位：百万円）

自己資本の充実の状況

（注）1．
2．

8,490
156
391
203
503
1,741
47,575
818
50

1,039
409
137

16,066
40,099
4,766

122,451
14,143
27,618
16,133
6,763
12,468
37,510
7,812

122,451

7,332
165
408
101
302
1,281
47,651
925
53
946
674
116

13,385
40,502
4,577

118,425
20,236
25,607
11,888
5,646
10,332
36,202
8,511

118,425

1,303
156
391
1
3

341
655
318
50

1,039
399
137
1,756
40,099

－
46,655
1,773
1,140
2,630
2,430
4,126
34,553

0
46,655

1,564
165
408
－
2

331
843
226
53
946
664
116
1,559
40,502

－
47,385
2,035
1,242
2,718
2,527
3,767
35,094

0
47,385

7,187
－
－

201
500
1,400
5,824
500
－
－
10
－

14,310
－

1,283
31,217
2,215
5,977
6,603
4,333
8,341
2,957
788

31,217

5,767
－
－

101
300
950
5,516
699
－
－
10
－

11,825
－

1,450
26,621
3,256
6,864
4,769
3,119
6,565
1,108
938

26,621

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
39
－
39

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
28
－
28

製 造 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
飲 食 業
医  療 、 福  祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国・地 方 公 共 団 体 等
個 人
そ の 他
業 種 別 合 計
１ 年 以 下
１ 年 超 ３ 年 以 下
３ 年 超 ５ 年 以 下
５ 年 超 ７ 年 以 下
７ 年 超 1 0 年 以 下
１ ０　　　年　　　超
期間の定めのないもの
残 存 期 間 別 合 計

当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため「地域別」の区分は省略しております。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しておりますが、該当のない業種につきましては、記載を省略しております。

イ． 信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

ロ． オペレーショナル・リスク
ハ． 単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

■  自己資本の充実度に関する事項
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

平成25年度 平成26年度
（単位：百万円）

（注）リスク・ウェイト区分が困難な投資信託等については「その他」に区分しています。

区　　　分

（ⅰ） ソブリン向け
（ⅱ） 金融機関向け
（ⅲ） 法人等向け
（ⅳ） 中小企業等・個人向け
（ⅴ） 抵当権付住宅ローン
（ⅵ） 不動産取得等事業向け
（ⅶ） 三月以上延滞等
（ⅷ） 出資等
 出資等のエクスポージャー
 重要な出資のエクスポージャー
（ⅸ） 他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出
　 資等に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
（x） 信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る
　 調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
（xi） その他

51,269
52,763
150
9,709
6,779
25,389
2,047
318
44
563
563
─

1,500

253

6,007
─
5

△1,500

─
─

2,540
53,809

2,050
2,110

6
388
271
1,015
81
12
1
22
22
─

60

10

240
─
0

△60

─
─

101
2,152

51,380
52,729

80
8,667
6,062
26,318
1,827
146
35
229
229
─

1,353

253

7,756
─
4

△1,353

─
─

2,473
53,853

2,055
2,109

3
346
242
1,052
73
5
1
9
9
─

54

10

310
－
0

△54

─
─
98

2,154

① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

② 証券化エクスポージャー
③ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
④ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに
    係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
⑤ CVAリスク相当額を8％で除して得た額
⑥ 中央清算機関関連エクスポージャー
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■  出資等エクスポージャーに関する事項
イ．貸借対照表計上額及び時価 （単位：百万円）

（注）「貸借対照表で確認され、かつ、損益計算書で認識されない
評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

自己資本の充実の状況

（単位：百万円）

上 場 株 式 等
非 上 場 株 式 等
合　　計

279
264
543

279
264
543

221
264
486

221
264
486

貸借対照表
計　上　額 時　価 貸借対照表

計　上　額 時　価
区　分

ハ．貸借対照表で確認され、かつ、損益計算書で
　 認識されない評価損益の額

平成25年度 平成26年度
（単位：百万円）

△20 3評 価 損 益

（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、
子会社株式及び関連会社の評価損益です。

ロ．出資等エクスポージャーの売却及び
　 償却に伴う損益の額

平成25年度 平成26年度
（単位：百万円）

10
－
－

39
－
－

売 却 益
売 却 損
償 却

区　分

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

ニ．貸借対照表及び損益計算書で
　 認識されない評価損益の額

平成25年度 平成26年度
－ －評 価 損 益

告示で定める
リスク・ウェイト区分

格付適用有り

エクスポージャーの額

格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

（単位：百万円）

0%
10%
20%
35%
50%
75%
100%
150%
250%
1250％

そ の 他
合　　　　計

－
－

1,899
－

8,699
－

2,049
－
－
－
－

12,649

16,630
1,658
43,047
5,849

6
33,852
7,870
15
12
－

859
109,802

－
－

1,299
－

7,599
－

2,002
－
－
－
－

10,901

14.433
927

42,840
5,220

0
35,091
8,280
14
20
－

694
107,523

ハ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

（注）1.
2.
3.

格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
「その他」は、リスク・ウェイト区分が困難な投資信託等を区分しています。

平成25年度 平成26年度

平成25年度 平成26年度

（注）リスク・ウェイト区分が困難な投資信託等については
「その他」エクスポージャーに区分しているため、本表には含めておりません。

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度

ロ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高
個別貸倒引当金

当期増加額 期末残高
貸出金償却

（単位：百万円）

製 造 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
飲 食 業
医  療 、 福  祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
個 人
そ の 他
合 計

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
△3
－
－

△46
－

△50

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
△4
－
－

△20
－

△24

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
29
－
－

172
－

202

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
25
－
－

152
－

177

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

区　　分

（注）前頁イ．注記と同様にて表示しております。
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主要な事業の内容

その他

1. 預金業務
　　（1）

　　（2）

2. 貸出業務
　　（1）

　　（2）

3. 商品有価証券売買業務
　　取扱っておりません。

4. 有価証券投資業務
　　預金の支払準備および資金運用のため国債、地方債、社債、
　　株式、その他の証券に投資しております。

5. 内国為替業務
　　振込、送金および代金取立などを取扱っております。

預　　金
当座預金、普通預金、無利息型普通預金、貯蓄預金、
通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備
預金などを取扱っております。
譲渡性預金
譲渡可能な定期預金を取扱っております。

貸　　付
手形貸付、証書貸付および当座貸越を取扱っており
ます。
手形の割引
商業手形割引を取扱っております。

債務の保証業務
有価証券の貸付業務
代理業務
①全国信用協同組合連合会、日本政策金融公庫、
　商工組合中央金庫などの代理貸付業務
②勤労者退職金共済機構などの代理店業務
地方公共団体の公金取扱業務
株式払込金の受入代理業務および株式配当金の
支払代理業務
保護預かりおよび貸金庫業務
保険商品の窓口販売
投資信託窓口販売
個人向け国債窓口販売

6. 外国為替業務
　　全国信用協同組合連合会の取次業務として外国送金を
　　行っております。

7. 社債受託および登録業務
　　取扱っておりません。

8. 金融先物取引などの受託業務
　　取扱っておりません。

9. 付帯業務
　　（1）
　　（2）
　　（3）

　　（4） 
　　（5）

　　（6）
　　（7）
　　（8）
　　（9）

他金融機関ATMコーナーの利用時間帯一覧

ＡＴＭ利用手数料一覧

平　　日 土・日・祝日 年末・年始・GW

※上記時間帯はご利用最大時間帯です。各ATMコーナーの稼働時間ではありません。

8：00～21：00

7：00～23：00

0：00～24：00

7：00～23：00

9：00～17：00

8：00～20：00

0：00～24：00

8：00～20：00

9：00～17：00

8：00～20：00

0：00～24：00

8：00～20：00

(12/31のみ）都銀・地銀・信託・信金・イオン銀行
ゆうちょ銀行
セブン銀行（コンビニエンスストア）
デビットカード

※キャッシュサービス一覧　Ｐ28参照

◎ 当組合に給与・年金振込をご指定の場合は上記手数料（時間外も含む）が月5回ご利用分まで無料です。
　 （翌月20日にお客様の口座へ手数料を返戻いたします。）

◎ ※1　指定時間　　　　　　…平　日　 8:45～18:00
　　　　　　　　　　　　　　　土曜日　 9:00～14:00
　 ※2　延長時間帯（時間外）　…上記時間帯以外
　 ※3　信用組合のうち、しんくみお得ねっと非加盟組合については、上段の他金融機関手数料となります。

指定時間内※1のご利用は利用手数料は無料です。

延長時間帯手数料※2　 108円
他行利用手数料　　　　108円

都銀・地銀・信託・信金・イオン銀行・ゆうちょ銀行

信用組合※3
セブン銀行（コンビニエンスストア）

他金融機関のご利用について

■  金利リスクに関する事項

△340金利リスクに関して内部管理上使用した金利
ショックに対する損益・経済価値の増減額

平成26年度

△549

平成25年度
（単位：百万円）

（注）金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば、貸出金、有価証券、預金等）が、
金利ショックにより発生するリスク量を見るものです。当組合では、金利ショックを99％タイル又は1％タイル値を使用し算出しております。

自己資本の充実の状況
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■ 菱信ビジネスサービス（株）

所在地 資本金 主要業務

長崎市飽の浦町4-3 1,000万円 人材派遣・警備・受託業務

設立年月日

H18.7.21

当組合の株式の
所有割合

子会社の株式等の
所有割合

100% －

事業概要

　連結子会社は「菱信ビジネスサービス株式会社」で人材派遣業他、当組合に係る業務の引き受けを主要
業務としておりますが、それらの事業全体に占める割合は僅少であります。
　連結による主要な経営指標は次のとおりであり、今後も子会社を含めた業務内容の更なる効率化を図っ
てまいります。

子会社等の主要事業内容・組織構成

　菱信ビジネスサービス㈱は、当組合の行う事業に従属する業務を担う会社で、主に人材派遣・警備・現金
輸送等を受託しております。

組織図
（100％出資会社）

当　  組  　合 菱信ビジネスサービス（株）

連結決算の状況

（単位：百万円）■  主要な経営指標等

2,251

113

61

4,145

122,147

8.34％

1,895

△14

△534

3,417

121,744

7.78％

1,824

△546

△596

3,595

123,770

6.44％

1,949

401

390

4,921

118,724

8.68％

項　 　　　目 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成26年度

1,792

180

136

3,686

122,653

6.54％

平成25年度

経 常 収 益

経 常 利 益（△は経常損失）

当期純利益（△は当期純損失）

純 資 産 額

総 資 産 額

連 結 自 己 資 本 比 率

2015 りょうしん Disclosure 44



連結決算の状況

（ 資 産 の 部 ）
現 金
預 け 金
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
連 結 調 整 勘 定
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
（うち個別貸倒引当金）
　 　 合 　 計 　 　

1,837,591
40,830,605

－
－

31,468,690
46,848,210
609,347
1,292,857

7,114
－
－

9,143
△249,927
△202,178

122,653,632

1,575,350
41,026,624

－
－

26,981,195
47,556,122
551,947
1,247,644

7,114
－
－

7,295
△229,071
△177,704

118,724,222

科　　目 平成25年度末 平成26年度末

連結貸借対照表

（ 負 債 の 部 ）
預 金 積 金
借 用 金
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計
（純 資 産 の 部）
出 資 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
その他有価証券評価差額金
純 資 産 の 部 合 計
　 合 計 　

118,321,930
－

283,004
53,250
237,950
61,702
9,143

118,966,981

1,312,310
－

2,185,379
188,961
3,686,651

122,653,632

113,205,651
－

201,514
56,775
247,695
83,665
7,295

113,802,596

2,104,096
－

2,549,737
267,791
4,921,625

118,724,222

科　　目 平成25年度末
（単位：千円）

平成26年度末

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
経 費
そ の 他 経 常 費 用

資本剰余金期首残高
資本剰余金期末残高

利益剰余金期首残高
利 益 剰 余 金 増 加 高
　
利 益 剰 余 金 減 少 高
 
利益剰余金期末残高

連結損益計算書 連結剰余金計算書

連結セグメント（事業別経常収益等）情報

連結リスク管理債権

1,792,132
1,465,926
1,065,378
149,353
240,585
10,608
85,008
176,883
64,313

1,612,042
123,006
119,003
4,002

－
－

174,622
1,114

1,310,387
2,911

180,089
－

45,344
134,745
8,835

△10,332
△1,497
136,243

1,949,026
1,401,702
1,008,327
132,034
250,736
10,604
87,614
367,864
91,844

1,547,598
91,454
86,529
4,925

－
－

180,111
12,759

1,259,793
3,478

401,427
－

1,959
399,468
16,817
△8,088
8,729

390,738

区　　分 平成25年度 平成26年度
（単位：千円） （単位：千円）

貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
そ の 他 の 受 入 利 息

預 金 利 息
給付補填備金繰入額
借 用 金 利 息
そ の 他 の 支 払 利 息

資 本 剰 余 金 の 部

利 益 剰 余 金 の 部

－
－

2,075,784
136,243
136,243
26,647
26,647

2,185,379

－
－

2,185,379
390,738
390,738
26,381
26,381

2,549,737

区　　分 平成25年度 平成26年度

　連結会社は、人材派遣・警備・現金輸送等の事業を営んでおりますが、
それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の
種類別セグメント情報は記載しておりません。

　子会社は、金融業務を行っておりません。従いまして、区分ごとの連
結リスク管理債権額は37ページの「リスク管理債権及び同債権に対す
る保全額」と同じです。

　
当 期 純 利 益

配 当 金
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連結における自己資本の充実の状況

連結決算の状況

■  自己資本の構成に関する事項（連結）

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同
組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示
第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。

平成25年度項　　目 経過措置による不算入額

うち、出資金及び資本剰余金の額
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額　

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額又は評価・差額等

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

コア資本に係る基礎項目の額　　　　　 （イ）

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

コア資本に係る基礎項目　　（１）

コア資本に係る調整項目　　（２）

コア資本に係る調整後少数株主持分の額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額の
うち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、コア資
本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

うち、為替換算調整勘定
うち、退職給付に係るものの額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

少数株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

適格引当金不足額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10％基準超過額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

退職給付に係る資産の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）

うち、前払年金費用

うち、繰延税金資産

うち、上記以外に該当するものの額

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

特定項目に係る15％基準超過額

コア資本に係る調整項目の額　　　　　 （ロ）

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

自己資本の額　　（（イ）－（ロ））　　　　（ハ）

信用リスク・アセットの額の合計額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額　　　　　（ニ）
連結自己資本比率
連結自己資本比率　　（（ハ）／（ニ））

自己資本

リスク・アセット等　（３）

3,471
1,312
2,185
26
─
─
─
─
─
47
47
─
─

─

─

─
3,519

─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─

3,519

51,263
△1,494

5
─
─

△1,500
─

2,540
─
─

53,803

6.54%

 
 
 
 
 
 
 
 

 

5
─
5
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
  
 

 

平成26年度 経過措置による不算入額

（単位：百万円）

4,624
2,104
2,549
29
─
─
─
─
─
51
51
─
─

─

─

─
4,675

1
─
1
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
1

4,674

51,374
△1,348

4
─
─

△1,353
─

2,473
─
─

53,847

8.68%

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
4
─
4
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
─
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貸出金、コミットメン
ト及びその他のデ
リバティブ以外の
オフ・バランス取引

有価証券 デリバティブ取引

三月以上
延滞エクス
ポージャー

製 造 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
飲 食 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国・地 方 公 共 団 体 等
個 人
そ の 他
業 種 別 合 計
１ 年 以 下
１ 年 超 ３ 年 以 下
３ 年 超 ５ 年 以 下
５ 年 超 ７ 年 以 下
７ 年 超 1 0 年 以 下
１ ０　　  年　　　超
期間の定めのないもの
残 存 期 間 別 合 計

■  信用リスクに関する事項

信用リスクエクスポージャー期末残高エクスポージャー区分

業種区分
期間区分

イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高《業種別及び残存期間別》 （単位：百万円）

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度

連結決算の状況

8,490
156
391
203
503
1,741
47,575
818
50

1,039
399
137

16,066
40,099
4,770

122,445
14,143
27,618
16,133
6,763
12,468
37,510
7,806

122,445

1,303
156
391
1
3

341
655
318
50

1,039
399
137
1,756
40,099

－
46,655
1,773
1,140
2,630
2,430
4,126
34,553

0
46,655

1,564
165
408
－
2

331
843
226
53
946
664
116
1,559
40,502

－
47,385
2,035
1,242
2,718
2,527
3,767
35,094

0
47,385

7,187
－
－

201
500
1,400
5,824
500
－
－
－
－

14,310
－

1,283
31,207
2,215
5,977
6,603
4,333
8,341
2,957
778

31,207

5,767
－
－

101
300
950
5,516
699
－
－
－
－

11,825
－

1,450
26,611
3,256
6,864
4,769
3,119
6,565
1,108
928

26,611

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
28
－
28

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
39
－
39

（注）1.
2.
当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため「地域別」の区分は省略しております。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しておりますが、該当のない業種につきましては、記載を省略しております。

イ． 信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

ロ． オペレーショナル・リスク
ハ． 総所要自己資本額（イ＋ロ）

■  自己資本の充実度に関する事項
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

平成25年度 平成26年度
（単位：百万円）

（注）リスク・ウェイト区分が困難な投資信託等については「その他」に区分しています。

区　　　分

（ⅰ） ソブリン向け
（ⅱ） 金融機関向け
（ⅲ） 法人等向け
（ⅳ） 中小企業等・個人向け
（ⅴ） 抵当権付住宅ローン
（ⅵ） 不動産取得等事業向け
（ⅶ） 三月以上延滞等
（ⅷ） 出資等
 出資等のエクスポージャー
 重要な出資のエクスポージャー
（ⅸ） 他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出
　 資等に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
（x） 信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る
　 調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
（xi） その他

51,374
52,722

80
8,667
6,062
26,318
1,827
146
35
219
219
─

1,353

253

7,759
─
4

△1,353

─
─

2,473
53,847

2,054
2,108

3
346
242
1,052
73
5
1
8
8
─

54

10

310
─
0

△54

─
─
98

2,153

① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

② 証券化エクスポージャー
③ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
④ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに
    係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
⑤ CVAリスク相当額を8％で除して得た額
⑥ 中央清算機関関連エクスポージャー

51,263
52,757
150
9,709
6,779
25,389
2,047
318
44
553
553
─

1,500

253

6,011
─
5

△1,500

─
─

2,540
53,803

2,050
2,110

6
388
271
1,015
81
12
1
22
22
─

60

10

240
─
0

△60

─
─

101
2,152

7,332
165
408
101
302
1,281
47,651
925
53
946
664
116

13,385
40,502
4,580

118,418
20,236
25,607
11,888
5,646
10,332
36,202
8,505

118,418
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■  開示項目の省略について
連結における自己資本の充実の状況等についての開示項目のうち、
下記の項目は単体・連結の計数が同一となっております。
・定性的開示項目、1.自己資本調達手段の概要～7．銀行勘定における金利リスクに関する事項：39ページ
・業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高：42ページ参照
・出資等エクスポージャーに関する事項：42ページ参照
・金利リスクに関する事項：43ページ参照

連結決算の状況

■  出資等エクスポージャーに関する事項
イ．貸借対照表計上額及び時価 （単位：百万円）

（注）リスク・ウェイト区分が困難な投資信託等については「その他」エクスポージャーに区分しているため、
本表には含めておりません。

上 場 株 式 等
非 上 場 株 式 等

合　　計

279
254
533

279
254
533

221
254
476

221
254
476

貸借対照表
計　上　額 時　価 貸借対照表

計　上　額 時　価

平成25年度
区　分

平成26年度

告示で定める
リスク・ウェイト区分

格付適用有り

エクスポージャーの額

格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

（単位：百万円）

0%
10%
20%
35%
50%
75%
100%
150%
250%
1250％

そ の 他
合　　　　計

－
－

1,899
－

8,699
－

2,049
－
－
－
－

12,649

16,630
1,658
43,047
5,849

6
33,852
7,864
15
12
－

859
109,796

－
－

1,299
－

7,599
－

2,002
－
－
－
－

10,901

14,433
927

42,840
5,220

0
35,091
8,273
14
20
－

694
107,517

ロ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

（注）1.
2.
3.

格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
「その他」は、リスク・ウェイト区分が困難な投資信託等を区分しています。

平成25年度 平成26年度

2015 りょうしん Disclosure 48



　このディスクロージャー誌は、協同組合による金融事業に関する法律第6条で準用する銀行法第21条に基づき
作成しています。各開示項目は、以下のページに掲載しております。

【概況および組織】
事業方針
事業の組織
役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）
店舗一覧（事務所の名称・所在地）

＊
＊
＊

1
3
3
27

【主要な事業内容】
主要な事業の内容＊ 43

【事業に関する事項】
直近の事業年度における事業の概況
直近の5事業年度における主要な事業の状況を示す指標
預金積金残高
貸出金残高
有価証券残高
純資産額
総資産額
経常収益
業務純益
経常利益又は経常損失
当期純利益又は当期純損失
単体自己資本比率
組合員数
出資総額及び出資総口数
出資に対する配当金
店舗数
職員数

＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊

＊
＊
＊

＊
＊

＊

4
6

【主要業務に関する指標】
業務粗利益及び業務粗利益率
資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支
資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回
総資金利鞘
受取利息・支払利息の増減
その他業務収益の内訳
総資産経常利益率
総資産当期純利益率
役務取引の状況
経費の内訳

＊
＊
＊
＊
＊

＊
＊

34
34
34
34
34
34
34
34
36
36

【預金に関する指標】
預金科目別平均残高
預金者別残高
固定・変動金利別定期預金残高、その他区分定期預金残高
期間別定期預金残高
財形貯蓄残高
常勤役職員1人当たり及び1店舗当たり預金残高

＊

＊

34
35
35
35
35
36

【貸出金等に関する指標】
貸出金科目別平均残高
担保別貸出金残高及び債務保証見返額
金利区分別貸出金残高
業種別貸出金残高及び構成比
預貸率（期末・期中平均）
使途別貸出金残高
消費者ローン・住宅ローン残高
常勤役職員1人当たり及び1店舗当たり貸出金残高

＊
＊
＊
＊
＊
＊

35
35
35
35
35
36
36
36

【業務運営に関する事項】
リスク管理体制
法令遵守の体制
苦情処理措置・紛争解決措置等の概要

＊
＊
＊

10.11
8.9
7

【財産の状況に関する事項】
貸借対照表
損益計算書
剰余金処分計算書
リスク管理債権の状況

金融再生法に基づく開示債権の状況

有価証券の時価及び評価損益
先物取引の時価等情報
デリバティブ取引情報
オフバランス取引の状況
貸倒引当金の期末残高及び増減額
貸出金償却額
会計監査人による監査
代表理事による確認
自己資本の充実の状況
自己資本の構成に関する事項
自己資本の充実度に関する事項
信用リスクに関する事項
信用リスク削減手法に関する事項
派生商品取引及び
　長期決済期間取引等に関する事項
証券化エクスポージャーに関する事項
出資等エクスポージャーに関する事項
金利リスクに関する事項

破綻先債権
延滞債権
3ヵ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
正常債権

＊
＊
＊
＊

＃　　　

＊
＊
＊

＊
＊
＊

＊
＊
＊
＊
＊
＊

＊
＊
＊

30
31
31
37

37

38
該当ございません
該当ございません
該当ございません

36
36
31
31
39
40
41
41

該当ございません

該当ございません
該当ございません

42
43

【その他の業務等】
外国為替取扱実績
公共債引受額
公共債窓販実績
手数料一覧

該当ございません
該当ございません

36
26

【その他】
総代会について
報酬体系について
金融円滑化への取り組み
地域活性化に関する取り組み方針
中小企業の経営支援および
　　　　地域の活性化に関する取り組み状況
融資を通じた地域貢献
社会・地域貢献活動
トピックス
主な商品・サービスのご案内

（注）

12.13
13
14
15

15
16

16.17
18～22
23～26

【有価証券に関する指標】
有価証券の種類別平均残高
有価証券の種類別残存期間別残高
商品有価証券の種類別平均残高
預証率（期末・期中平均）
有価証券の時価情報

＊
＊
＊
＊

38
38

該当ございません
38
38

＊印は「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」、
♯印は「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施
　行規則」に規定されている法定開示項目です。

【連結決算の状況】
事業概要
主要な経営指標等
子会社等の主要事業内容・組織構成
連結貸借対照表
連結損益計算書
連結剰余金計算書
連結セグメント（事業別経常収益等）情報
連結リスク管理債権
自己資本の構成に関する事項（連結）
自己資本の充実度に関する事項（連結）
信用リスクに関する事項（連結）
出資等エクスポージャーに関する事項（連結）

＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊

＊

44
44
44
45
45
45
45
45
46
47
47
48

索　引
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